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はじめに

趣 旨

「平成１８年度実施計画」は、平成１７年２月に策定した「新行財政改

革推進プログラム」を着実に推進し、実効あるものとするため、平成１８

年度中にそれぞれの改革項目において実施する具体的な取組内容を明らか

にしたものです。

構 成

実施計画は、１８年度において特に重点的に取り組む「行財政改革特定

課題」及び「新行財政改革推進プログラム」に盛り込まれた７９の改革項

目毎の１８年度における具体的な取組内容で構成されています。

行財政改革特定課題の設定

１８年度に重点的に取り組む行財政改革の特定課題として次のテーマを

設定します。

「アウトソーシング（民間委託）の推進」

翌年度への反映

各改革項目の数値目標の達成状況等を踏まえ、毎年度の実施状況を検証

し、翌年度の実施計画に反映させます。
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■次のテーマを平成１８年度の新行財政改革特定課題とし、重点的に推進します。

■ 取組目標

■ 平成１８年度の取組内容

■ 行財政改革特定課題の推進

アウトソーシング（民間委託）の推進 ○所管部課：知事公室 総務課

■庁内ワーキンググループを設置して、アウトソーシングを推進するための解決すべき課
題とその対応策を検討するとともに、アウトソーシングの重点分野を選定し、事務事業
の一層の削減及び効率化に取り組みます。

【具体的取組内容】

○ワーキンググループの設置（４月）
○実態調査の実施、参考資料の収集（５月）
○分析、検討、基本方針の作成、重点分野の設定（６月）
○スプリングレビューへの反映（６月～９月）
○報告書の公表（３月）

○県業務の積極的なアウトソーシングを推進し、民間ノウハウの活用による県民サービ
スの向上や民間需要の拡大を図り「元気な秋田」をつくります。
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１ 行政と民間との役割分担を踏まえた多様な地域活動の促進

■ 改革実施項目取組内容

Ⅰ民間主体の地域づくりの促進

（１）地域づくり基本指針等の策定 一連番号 １

所管部課 生活環境文化部 地域活動支援室 ＴＥＬ １５１９

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○県民自らが描く地域の将来像の実現に向け、県民との論議を深め合意形成を図りなが
ら、民間と行政との役割分担を明確にし、民間主体の地域づくりの基本となる指針等
を策定します。

■様々な機会を通じて、県民に対し「協働による地域づくり活動に関する宣言書」の周
知を図るとともに、民間と行政の役割分担を明確にしたこれからの地域づくりについ
て啓発活動を行います。

【具体的取組内容】

○情報の提供
・市民活動情報ネットや情報誌などで、「協働による地域づくり活動に関する宣言
書」について、広く情報を提供していきます。

○意見交換会（車座会議等）の実施（７月～１２月）
・市町村と連携をとりながら開催する車座会議等において、「協働による地域づく
り活動に関する宣言書」に基づく今後の地域づくりについて、ＮＰＯ等と意見
交換をしていきます。（４市町で開催予定）

○協働推進セミナー
・行政とＮＰＯとの協働に向けたセミナーの中で、「協働による地域づくり活動に
関する宣言書」の理念に基づいて、ＮＰＯ等と行政職員の理解を深めていきま
す。（ＮＰＯに委託して、県内３地区において講師による先進事例の紹介、意見
交換、情報交換等の実施を予定）

○市町村に対しては、県と連携し、「協働による地域づくり活動に関する宣言書」に基づく積極的な
地域づくり活動への取り組みを期待します。

・地域づくりのあり方について県民と意見交換をしながら、協働による地域づくりの基
本となる指針（宣言書）の策定に取り組みました。
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（２）地域づくり活動の促進 一連番号 ２

所管部課 生活環境文化部 地域活動支援室 ＴＥＬ １５１９

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○個性豊かで活力に満ちた地域社会づくりのため、県民自らが地域づくりの担い手であ
ることを自覚して地域づくり活動の参加できるよう、気運の醸成を図るとともに、地
域づくりの多様な主体の活動を促進します。

■地域を活性化するためのモデルとなる事業を協働で実施するとともに、地域づくり団
体等のネットワークの形成及び多様な主体による地域づくり活動に対する支援を行い
ます。

【具体的取組内容】

○県民協働公募事業の実施（４月～３月）
・これからの地域づくり事業のモデルとして、地域で活躍する団体の主体的な取り
組みを生かし地域課題の解決を図る事業を協働で実施します。

〔実施方法〕
・テーマの設定 ：県が地域の実情を考慮して、事業テーマを設定。
・パートナーの募集：設定した事業テーマに関するアイデアを募集し、選考の

上パートナーを決定。
・協議 ：パートナー、地域住民等と協議の上、事業内容を決定。
・役割分担 ：県とパートナーの役割分担を決め、パートナーの実施部

分については委託事業として実施することとし、協働で
事業テーマの推進にあたります。

○地域づくりの基盤整備
・全県の地域づくり団体の連携組織である「秋田いろり塾ネットワーク」が行う全

県規模の交流会の開催や全国交流会への会員派遣事業などへの支援等を通じ、充
実したネットワークの形成について支援していきます。

○各種地域づくり活動への支援
・元気なふるさと秋田づくり活動支援事業により、地域活動団体等が行うイベント、
講習会等のほか、地域の力を活性化する様々な事業に対して支援します。
・イベント等開催支援 限度額 １００万円（補助率1/2）
・講演会・学習会等開催支援 限度額 ２０万円（補助率10/10）
・地域力活性化 限度額 １０万円（補助率10/10）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 62 60 60 60
・地域づくり団体立ち上げ件数 件 実 績 （16 年度） 78 － －

達成率 130.0% － －

○効果的に事業を実施し地域課題を解決するため、ＮＰＯ等との協働、市町村との連携を図りま
す。

・市民活動情報ネット等を通じて、地域づくり活動に関する情報提供に努めるとともに、
地域づくり関係者、市町村の交流会の開催等を支援しました。
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（３）コミュニティビジネスの推進 一連番号 ３

所管部課 生活環境文化部 地域活動支援室 ＴＥＬ １５１９

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※コミュニティビジネス：地域住民が、地域を活性化したり、地域の課題を解
決するために、有償で自ら取り組む事業

■ 市町村・民間等との連携

○コミュニティビジネスの立ち上げに向けたサポートを継続するとともに、民間の中間
支援団体における開業、事業継続の相談や情報提供などの機能を強化することにより、
自立した事業者による地域課題の解決を図ります。

■民間団体と協働しながら普及啓発に努め、コミュニティビジネスの立ち上げを支援す
るとともに、既に開業したビジネスのステップアップ等に関する相談業務の充実を図
ります。

【具体的取組内容】

○普及啓発（７～１２月）
・中間支援団体と協働してコミュニティビジネスの普及啓発を目的としたセミナー
等を開催します。（ＮＰＯに委託予定。内容等未定）

○立ち上げ支援（７～２月）
・コミュニティビジネスの開業を目指す際に、一時的に試行することに対し、チャ
レンジショップの開催という形で支援します。

○支援環境整備
・市町村によるコミュニティビジネスの支援体制を整えるため、市町村と連携して
市町村職員の意識啓発、市町村のコミュニティビジネスに対する取組の強化を目
指したセミナー等を開催します。（７～２月）

・各地域におけるコミュニティビジネスの起業に活用できる資源等について調査
し、支援希望者等に情報を提供します。
・県北、中央、県南の３地区で実施
・県がＮＰＯに委託し、地域資源等を調査し、コミュニティビジネスセミナー
等の場や情報誌等を通じて情報提供

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 20 20 20 20
・コミュニティビジネス立ち上げ件数 件 実 績 （16 年度） 22 － －

達成率 110.0% － －

○市町村と連携し、コミュニティビジネスに関する理解を深めるための研究会を開催します。

・民間団体と協働しながら普及啓発に努めるとともに、コミュニティビジネスの立ち上
げを支援しました。
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２ 県有施設の管理運営委託の推進

（１）県直営施設の指定管理者制度への移行 一連番号 ４

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０５４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○試験研究機関、教育機関を除く県直営の２３施設のうち、１０施設について指定管理
者制度への移行を図ります。

○児童会館など７施設について指定管理者制度導入の可能性検討を行い、その適否の結
論を１８年度末までに得るものとします。

■総合生活文化会館など３施設について指定管理者制度に移行するとともに、障害者自
立訓練センター、農業科学館など７施設について指定管理者制度への移行スケジュー
ルを検討します。また、児童会館、子ども博物館など８施設については、指定管理者
制度導入の可能性に関する検討を行います。

【具体的取組内容】

○指定管理者制度への移行
・総合生活文化会館（音楽ホール、練習室、美術展示ホール、研修室、秋田まるご

とプラザ）及び産業振興プラザについては平成１８年４月に、田沢湖高原駐車場
については平成１８年１１月に指定管理者制度に移行します。

○指定管理者制度への移行スケジュール検討
・次の施設について、移行に向けた課題解決のための検討とともに、移行スケジュ
ールを検討討します。

障害者自立訓練センター、農業科学館、大館・岩城・保呂羽山少年自然の家
近代美術館（管理部門の委託検討）、県立博物館（管理部門の委託検討）

○指定管理者制度の導入可能性の検討
・民間事業者の参入が可能な次の施設について、指定管理者制度導入の可能性に関
する検討を行い、その適否の結論を得るものとします。

児童会館及び子ども博物館、農業研修センター、流域下水道、十和田湖公共
下水道（秋田県に所在する部分）、県立図書館、県立博物館（管理部門以外）、
秋田工業用水道

【スケジュール】
・５～６月：所管課ヒアリング
・７月～ ：課題解決に向けた検討、移行スケジュールの検討
・７月～ ：導入可能性の検討
・３月まで：導入の適否の結論

・総合生活文化会館（音楽ホール、練習室、美術展示ホール、研修室、秋田まるごとプ
ラザ）、産業振興プラザについて、平成１８年４月の指定管理者制度導入に向けた手続
きを進めました。

・７施設について指定管理者制度への移行スケジュールの本検討（１８年度）に向けた
課題の洗い出しを行いました。
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■ 市町村・民間等との連携

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 0 0 3 0
・指定管理者制度移行施設数 箇所 実 績 （16 年度） 0 － －

達成率 － － －

○指定管理者のノウハウを活用し、サービス向上を図ります。
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（２）管理委託施設の指定管理者制度への移行 一連番号 ５

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０５４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※指定管理者制度：平成１５年の地方自治法の一部改正により、行政サービスの民間開放
の一環として創設された制度で、従来は、地方公共団体の出資法人等に限られていた公
の施設の管理運営について、出資法人等以外の民間事業者の参入を認めたもの。

■ 市町村・民間等との連携

※平成１８年４月新設の秋田駒ヶ岳情報センターに指定管理者制度を導入します。これをあわせて管理委託
等をしていた施設で、平成１８年４月現在で指定管理者制度に移行済の公の施設は６６施設になります。

○外部に管理委託している６７の公の施設について、指定管理者の募集について積極的
な情報提供に努め、平成１８年４月までに指定管理者制度への移行、市町村への譲渡、
施設廃止又は組織再編を行います。

■管理委託施設等について、指定管理者制度に移行するとともに、指定管理者からの報
告書、施設の運営協議会などを通じ、管理運営状況の確認・点検を行います。

【具体的取組内容】

○管理委託施設等の指定管理者制度への移行
・６３施設について、指定管理者制度に移行します。

○指定管理者の運営状況の点検
・指定管理者からの月例報告などにより運営状況の確認・点検を行います。
・指定管理者、利用者、施設の所管課などから構成する運営協議会を開催し、サー
ビス向上や課題解決を図るための検討などを行います。

【スケジュール】
・４月：６３施設（旧管理委託施設等）の指定管理者制度への移行
・毎月：指定管理者からの月例報告書による運営状況の確認・点検
・適宜：運営協議会の開催

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 3 0 63 0
・指定管理者制度移行施設数 箇所 実 績（～ 16 年度） 0 － －

達成率 － － －

○指定管理者のノウハウを活用し、サービス向上を図ります。

・外部に管理委託している施設について、指定管理者の募集等に係る積極的な情報提供
に努め、指定管理者制度への移行準備を進めたほか、施設廃止、組織再編を行いまし
た。
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３ 県有施設の市町村・民間への譲渡の検討

（１）市町村への譲渡の検討 一連番号 ６

所管部課 生活環境文化部 県民文化政策課 ＴＥＬ １５５２
産業経済労働部 観光課 ２２６９

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○地元自治体が新たな目的のもとに自らの施設として活用する意思を示した県有施設に
ついて、地元自治体等と積極的に協議を行い、譲渡に向けた検討を進めます。

■広域交流センター
・地元自治体が譲渡を希望している２広域交流センターについて、譲渡に向けた協
議を進めるとともに、譲渡の要望がない３広域交流センターについては、引き続
き検討を働きかけていきます。

■矢島スポーツ宿泊センター「ユースプラトー」
・由利本荘市への譲渡に向けた当該施設の基本方針に基づき、条件整理と課題解
決に努めます。

■その他施設
・声良鶏ふ化場の地元自治体への譲渡を検討していきます。

【具体的取組内容】

○「大曲仙北広域交流センター」及び「角館広域交流センター」
・地元自治体と１９年度の譲渡をめどに協議を進めます。

○３広域交流センター（能代山本、本荘由利、湯沢雄勝）
・引き続き地元自治体に譲渡の検討を働きかけていきます。

○鹿角広域交流センター
・地元自治体で譲渡について検討していきます。

○矢島スポーツ宿泊センター「ユースプラトー」
・由利本荘市への譲渡に向け、具体的な整備計画を取りまとめ、必要な事務手続
きを進めます。

○声良鶏ふ化場
・地元自治体への譲渡に向けて協議を進めます。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

目 標 1 1 0 1
・公式協議を開始した施設数 箇所 実 績 （16 年度） 3 － －

達成率 ﾕｰｽﾌﾟﾗﾄｰ 300.0% － －

○広域交流センターや観光施設等を地元自治体が一貫して管理運営することにより、地域の実情に
即した効果的効率的な施設運営や多様なサービスの提供が増大し、魅力的な地域づくりにつな
がることが期待されることから、地元市町村との連絡を密にしながら協議を進めます。

・１６年度末に１広域交流センターを地元自治体に前倒しで譲渡したほか、１７年度中
に２広域交流センターを地元自治体に譲渡しました。

・矢島スポーツ宿泊センター「ユースプラトー」の譲渡のための条件について、由利本
荘市と協議を継続し、今後の対応について基本方針を取りまとめました。
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（２）県有観光施設及び地域活性化施設の今後のあり方の検討 一連番号 ７

所管部課 総務企画部 市町村課 ＴＥＬ １１４６
生活環境文化部 県民文化政策課 １５５２
産業経済労働部 観光課 ２２６９

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○県有観光施設とそれ以外の地域活性化施設が、民間のノウハウを生かした良質な観光
サービス等を提供するとともに、市町村合併の進展に対応した新しい地域づくりの拠
点としての役割を果たすことを狙いに、市町村・民間への譲渡や指定管理者制度導入
を含めて今後のあり方を検討し、譲渡についても可能なものから積極的に進めていき
ます。

■①県有観光施設
・平成１８年４月から指定管理者による管理に移行される１１施設については、引
き続き適正かつ円滑な運営を促進するとともに、地元自治体や指定管理者などへ
の譲渡に向け、平成１７年度から協議を開始している４施設については引き続き
その可能性について協議を継続するほか、新たに５施設（オートキャンプ場）に
ついて協議を開始します。

②地域活性化施設（スポーツ施設・広域交流センター）
・平成１７年度に実施した意向調査を踏まえ地域活性化施設に係る県、地元自治体
の役割分担等の課題について、調査・分析を加えながら、今後のあり方を検討し
ます。

・広域交流センターについては、地元自治体への譲渡に向けた協議を継続します。

【具体的取組内容】

①県有観光施設について
○指定管理者制度への移行（１１施設）
・宿泊施設４施設（４月）
・オートキャンプ場５施設（４月）
・仁賀保高原サイクリングロード（４月）
・秋田ふるさと村（４月）

○譲渡の可能性についての協議の継続（４施設）
・観光情報センター（二ツ井・鹿角）
・仁賀保高原サイクリングロード（指定管理者による管理に移行済）
・鳥海観光道路

○譲渡の可能性についての協議の開始（５施設）
・オートキャンプ場５施設（指定管理者による管理に移行済）について、地元自治
体や指定管理者との協議を開始します。（７月～）

②地域活性化施設（スポーツ施設・広域交流センター）について
○地域活性化施設（スポーツ施設）に係る県、地元自治体の役割分担等の調査・検
討等（４月～）
「調査・検討項目」

・県、地元自治体の役割分担、・施設管理に係る課題等、・指定管理者制度への
移行、民間委託の検討

○広域交流センター
・「大曲仙北広域交流センター」及び「角館広域交流センター」については、地元

自治体と１９年度の譲渡をめどに協議を進めます。
・譲渡の要望がない３広域交流センター（能代山本、本荘由利、湯沢雄勝）につ
いては、引き続き譲渡の検討を働きかけていきます。

・平成１６年度に行った「県有観光施設の今後のあり方」の検討結果を踏まえ、市町
村・民間等への譲渡の可能性について、地元自治体と協議を進めるとともに、指定管
理者制度導入のために必要な条例制定等、所要の手続きを行いました。

・地元自治体に対し地域活性化施設（スポーツ施設・広域交流センター）の今後のあり
方、運営について意向調査等を実施し、県・地元自治体の役割分担についての課題の
整理を行うとともに、広域交流センターについては譲渡の可能性を検討しました。
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■ 市町村・民間等との連携

○県有観光施設については、民間のノウハウを生かした質の高いサービスが求められ、また、地域に
密着した取組が期待できる市町村の役割が重要となってきていることから、民間や地元自治体との情
報交流に努めます。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・あり方検討実施施設数 目 標 6 5 3
（観光施設） 箇所 実 績 － 5 － －

達成率 83.3% － －
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４ 事務事業のアウトソーシング等の推進

（１）民間委託が可能な事務事業の洗い出しと公表 一連番号 ８

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０５７

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○県業務の類型化を行ったうえで、民間への業務委託パターンを例示して、委託可能な
事務事業のリストアップを行い、県ホームページにリストを公表して民間参入を呼び
かけることにより、更なる民間参画を促進します。

■県の事務事業の再点検により民間委託が可能な事務事業の対象の拡充に取り組み、委
託可能な事務事業のリストを更新し、これを県のホームページで公表するとともに、
関係業界等に対して周知します。

【具体的取組内容】

○事務事業の再点検による民間委託の推進
・県の事務事業について、スプリングレビューにより見直しを行い、民間委託が可
能な事務事業のリストを更新し、これを県のホームページで公表します。

○関係業界等への説明及び受託先募集
・民間委託の推進について民間の協力を得ることができるように、関係業界に対し
て周知するなど理解の促進を図るとともに、受託先の募集を行います。

【スケジュール】
・平成１８年 ４月：民間委託可能な事務事業の再点検、受託先の募集
・ ：ホームページへの公表及び周知
・ ９月： 庁内調整及びリストの更新

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 10 20 25

・新規民間開放業務数 件 実 績 － 17 － －

達成率 170.0% － －

○県業務の民間委託は、民間活力の活用による効率的で良質なサービスの提供や民間活動の活
発化につながることが期待されることから、民間の協力を得ることができるよう周知を図りながら推進
します。

・県の事務事業について総点検を行い民間委託が可能な事務事業をリストアップし、これを県
のホームページで公表しました。
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（２）ＰＦＩの活用 一連番号 ９

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０５４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※ＰＦＩ(Private Finance Initiative) ：公共施設等の建設、維持管理、運
営等を民間の資金、経営ノウハウや技術的能力を活用して進める新しい手
法。（平成１１年７月に「民間資金 等の活用による公共施設等の整備等
の促進に関する法律」（ＰＦＩ法）が制定された。）

■ 市町村・民間等との連携

○県が新たに大規模な公共事業を実施する際には、その構想時に、実施手法の一つとし
てＰＦＩの適用を検討することとし、その円滑な検討を進めるため、ＰＦＩ事業とし
て実施するか否かを判断する簡易評価マニュアルを策定します。

■大規模事業計画の有無について実態調査を行い、計画を予定している事業について、
ＰＦＩ簡易評価マニュアルに基づき評価を実施します。

【具体的取組内容】

○大規模事業計画の実態調査の実施
・ＰＦＩの適用対象となる大規模事業計画の有無について実態調査を行います。

○簡易評価の実施
・大規模事業実態調査を踏まえて、簡易評価マニュアルに基づき評価を実施します。

【スケジュール】
・平成１８年 ５月 ：大規模事業計画の実態調査の実施
・ ６月～：簡易評価の実施

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 0 1 1 1
・簡易評価実施件数 件 実 績 (16 年度) 1 － －

達成率 100.0% － －

○民間が主体となるＰＦＩ方式に対する理解を深めるため、県ホームページ等による情報提供を行い
ます。

・ＰＦＩ簡易評価マニュアルを策定し、１件の簡易評価を実施しました。
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（３）あきた産業振興機構（現あきた企業活性化センタ 一連番号 １０

ー）への企業サポート関連業務の集約化

所管部課 産業経済労働部 商工業振興課 ＴＥＬ ２２４２

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※アウトソーシング（Outsourcing)：行政の業務や機能の一部または全部を民間等
の外部に委託すること。これにより、より効果的なサービスの提供等が期待で
きる。

※ワンストップサービス（総合相談機能）：各種相談から具体的な支援策の提案、国等関
係機関の支援策情報の提供

■ 市町村・民間等との連携

※平成１７年度実績は、３月末の見込みです。

○（財）あきた産業振興機構（現あきた企業活性化センター）に対して、県機関が担っ
ている企業サポート業務のアウトソーシングを行い、機構の企業サポートのワンスト
ップサービスセンターとしての機能を充実・強化します。

■現在は、産業技術総合研究センター（工業技術センター）が知的所有権センターとし
て特許庁から認定を受けていますが、平成１８年４月からは（財）あきた企業活性化
センターが知的所有権センターとしての認定を受けて産業振興プラザ内で活動を開始
します。

【具体的取組内容】

○知的所有権センターの移設（４月）
・（財）あきた企業活性化センターが持っている、公設試等の研究成果を企業に移
転することで新事業の創出を目指す「技術移転機能」、戦略的なマーケティング
による市場開拓、経営の自立化を支援する「マーケティング機能」に加えて、
知的財産に関する情報提供・普及啓発、特許流通等の指導・相談を行う「知財
機能」も加えることにより機能を充実させます。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 1,500 1,800 2,000 2,200
・企業訪問指導件数 件 実 績 （16 年度） 1,819 － －

達成率 101.1% － －

○社団法人発明協会秋田県支部も産業振興プラザ内に移設し、知的所有権センターの特許流通ア
ドバイザー及び特許情報活用支援アドバイザーの活動と一体で効果的かつ効率的に行われるよう
促します。

・複数の県機関が行っていた企業支援業務を財団法人あきた企業活性化センターにアウ
トソーシングし、ワンストップサービスセンターとしての機能を充実・強化しました。
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５ 民間活力を生かした地域活性化の推進

（1）民間活動の妨げとなっている各種規制の緩和 一連番号 １１

所管部課 知事公室 分権改革推進室 ＴＥＬ １０８５

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○県民の自主的な活動の推進による地域の活性化を図るため、県については条例・規則
等の見直しにより、また、国等については、構造改革特区・地域再生制度を活用し、
県民の様々な活動の障害となっている規制の緩和を推進します。

■民間活動を阻害する規制等を緩和するため、県の条例・規則等の見直しを行うほか、
国の規制については、構造改革特区や地域再生制度を活用し、規制の緩和を図ります。

【具体的取組内容】

○規制緩和対象事務の掘り起こし
・知事部局の本庁、地域振興局、地方機関が行っている事務事業について見直し・
点検（スプリングレビュー）を行い、規制緩和対象事務の掘り起こしを進めます。

○要望の把握
・民間の規制緩和に対する要望等の収集を進めます。
・県民からの提案募集
・地域振興局単位での市町村担当者に対する説明会の開催
・企業活性化センターとの共同・連携（企業要望収集、企業訪問）

○規制緩和の推進
・民間等からの要望内容について、規制緩和の可能性を検討するとともに、緩和可
能なものについて必要な条例・規則の改正を行います。

○構造改革特区、地域再生制度の活用
・国が行っている各種規制の緩和を図るため、国の制度である構造改革特区や地域
再生制度の活用について、民間や市町村に対し働きかけます。

【スケジュール】
・４月～ ：地域振興局単位での市町村説明会の開催、企業活性化センターと

共同で企業の要望収集、スプリングレビュー（事務事業の見直し）
の実施

・７月～８月：提案募集の実施

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 30 30 30
・規制緩和件数 件 実 績 － 56 － －

達成率 186.7% － －

○規制の緩和に当たっては、説明会の開催やアンケート調査等により、市町村や直接規制を受けて
いる民間事業者からの要望を尊重しながら進めます。

・民間活動を阻害している規制について見直しを行い、県の条例・規則等の改正を行い
ました。

・国の規制については、構造改革特区を利用して規制の緩和を行いました。
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（２）許認可手続等の一元化・窓口連携の推進 一連番号 １２

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ ２０８４
知事公室 分権改革推進室 １０８６

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○県への申請については、部局間の相互連携を強化し、ヒアリング等を一緒にできる体
制を構築するほか、申請書等の様式や添付書類の省略について検討します。
併せて、県民の利便性向上のため、本庁から地域振興局への権限の移譲等を進めま

す。

○国・県・市町村など申請先が複数にまたがるものについては、手続が一元的に実施で
きるよう地域再生制度を活用し、国等から権限移譲等を受けるほか、市町村で一元的
に処理した方が住民活動の活性化につながるものは、市町村への権限移譲等を推進し
ます。

■一の事案について複数の許認可手続を要し、また許認可部局が異なるものについて県
民の利便性を図るため、手続の一元化や窓口連携を進めるとともに本庁から地域振興
局への権限移譲を進めます。

また住民が身近な市町村において、総合的なサービスを受けられるように、知事の
権限に属する事務を市町村に移譲するほか、国に対し地域再生制度を活用した権限の
移譲を要望します。

【具体的取組内容】
○対象事務の洗い出し

・一の事案について複数の許認可が必要なものについて、合同ヒアリングの実施や
手続の一元化を進めます。

・新たに権限移譲の対象となる項目の掘り起こしを行います。

○改善方策の検討・実施
・地域再生制度の活用、市町村への権限移譲、県の受け入れ体制の整備等について
検討し、可能なものから実施します。

・窓口の一元化などにより、住民にメリットの大きい権限については、重点的に移
譲を進めます。

【スケジュール】
・１８年４月 ：合同ヒアリングが実施可能な許認可手続の選定

：重点項目の選定
：新たな移譲項目の掘り起こし

・ ６月～：合同ヒアリングの一部実施
・ ７月 ：市町村担当者会議
・ ９月～：移譲項目拡大に伴う条例改正
・１９年１月 ：移譲対象市町村の告示

○市職員・県職員合同の権限移譲に関する検討会を設けて取り組みます。

・一の事案について複数の許認可手続を要し、また許認可部局が異なるものについての
洗い出しを行い、土地関係許認可については、窓口連携の推進を図るため土地利用ガ
イドブックを作成しました。

・スプリングレビューの実施により、本庁から地域振興局への権限移譲を検討するとと
もに、住民に最も身近な市町村が総合的にサービスを提供できるように、知事の権限
に属する事務を市町村に移譲しました。
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（３）公共施設の多目的利用の推進 一連番号 １３

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０８６
知事公室 分権改革推進室

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○県単独補助事業により整備された公共施設の有効活用を促進するため、本来の使用目
的にかかわらず、住民ニーズに沿って目的外使用を認めます。
○国庫補助事業等により整備された公共施設の有効活用を促進するため、補助金の返還
を伴わずに目的外使用が可能となるよう地域再生制度を活用します。
○目的の異なる施設であっても複合的な施設にすることにより、行政サービスの向上や
運営の効率化、機能強化につながる施設については、構造改革特区制度を活用し、国
による規制の緩和を推進します。

■公共施設の有効活用を促進するため、住民ニーズを把握し、県単独補助事業により整
備された施設について目的外使用を進めるとともに、国庫補助事業により整備された
施設について地域再生制度を活用した目的外使用を進めます。

また、個々に目的の異なる施設においてもこれを複合化することによりサービスの
向上等につながる施設については、構造改革特区制度を活用し、国による規制緩和を
推進します。

【具体的取組内容】

○市町村説明会の開催

・構造改革特区制度や地域再生制度について、地域振興局単位で説明会を開催し周
知を徹底するとともに、これらの制度の利活用の促進に向けた要望等の把握を行
います。

○公共施設の有効活用の検討

・先進事例を参考に、施設を所管する市町村と地域特性を生かした公共施設の有効
活用を検討します。

【スケジュール】
・５月～：市町村説明会の開催
・１月 ：対象施設の選定、特区、地域再生の申請

・公共施設の有効活用を促進するため、ＨＰや広報紙を利用した意見募集を行うととも
に、市町村や団体に対する構造改革特区制度及び地域再生制度の周知を進めました。

・提案された計画については、所管課及び市町村と調整を行い検討のうえ、構造改革特
区制度の申請を行いました。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

目 標 2 5 8
・多目的利用実現施設数（累計） 件 実 績 － 2 － －

達成率 100.0% － －

○市町村担当者に対する説明会を開催し制度の理解を求めるとともに、市町村広報誌等で各施設
に対するニーズの募集を行います。
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（４）行政サービスの民間等への積極的な開放 一連番号 １４

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０５７
知事公室 分権改革推進室 １０８５

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○民間や市町村が等が実施した方が、より効率的で住民サービスの向上につながる業務
を積極的にアウトソーシングするほか、国等により規制されている業務についても、
地域再生制度・構造改革特区などを活用し、民間への開放を推進します。

■民間や市町村が実施することでより効率的で効果的なサービスの提供が期待できる業
務の掘り起こしを引き続き行うとともに、民間団体や市町村に対して地域再生制度等
のＰＲを図り民間への開放を推進します。

【具体的取組内容】

○対象事務の洗い出し（４月～）

・各部局において、民間や市町村が実施することでより効果的で効率的なサービス
の提供につながる事務の洗い出し作業（スプリングレビュー）を進めます。

○構造改革特区等の更なる周知と県民等の要望把握（４月～）

・民間事業者に対する民間開放意向調査の実施（アンケート調査等）
・民間団体や市町村に対して構造改革特区、地域再生制度のＰＲを図りながら、

当該制度活用による民間開放について検討します。（地域振興局毎に市町村職員
向け及び民間団体向け説明会の開催等）

・該当事務の受け皿となる業界団体等への説明
・企業活性化センターとの連携による提案等の掘り起こし

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・新規民間開放業務数 目 標 2 2 2
（特区、地域再生の活用による） 項目 実 績 － 0 － －

達成率 0% － －

○特区制度や地域再生制度への理解不足の現状を踏まえ、市町村や民間に対して説明会の開催
等によりその理解促進に努め、提案を広く募集します。特に１次窓口である市町村に対しては、当
該制度が地域活性化に大きく貢献する制度であることの周知を図り、その活用促進に努めます。

・説明会を開催し、民間団体等に対して、国における市場化テストや県における指定管
理者制度による取組を紹介し、今後「官から民へ」の動きが加速することを説明し､理
解促進を図るとともに、こうした「官業の民間への開放」に当たって様々な規制があ
れば、特区制度等の活用により規制を緩和することが可能であることを周知しました。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 10 20 25

・新規民間開放業務数（再掲） 件 実 績 － 17 － －

達成率 170.0% － －
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（５）推進体制の整備 一連番号 １５

所管部課 知事公室 分権改革推進室 ＴＥＬ １０８５

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

○民間活力を引き出し、地域の活性化につながる民間や市町村の幅広い分野からの提案
に柔軟・機動的かつ専門に対応できる体制を整備します。

・分権改革推進室を新設し、民間・市町村からの提案・要望を掘り起こしながら規制緩
和、市町村への権限移譲、地域再生等の業務を一元的に推進する体制を整備しました。
（５月）

・地域住民や市町村からの提案・要望の受付窓口を各地域振興局に設置しました。
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６ 新しい行政ニーズに対する県民ぐるみの取組

（1）民間主導の県民運動の展開 一連番号 １６

所管部課 生活環境文化部 地域活動支援室 ＴＥＬ １５１９
国体・障害者スポーツ大会局 大会総務課 ５２６４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○環境、暮らしの安全・安心、健康づくりなど、県民運動への関心を高め、だれでも参
加できるような環境整備を進めるとともに、推進基盤の強化により自主的・自立的な
運動の展開を図ります。

■様々な主体が協働して「元気なふるさと秋田づくり」を推進するため、情報の提供や
各種地域づくり活動への支援等に取り組みます。

【具体的取組内容】

○情報の提供
・県民運動について、情報誌やホームページによる関連情報の収集提供により県及
び団体相互が情報交換できる体制を整えます。

・県南、中央、県北の３地区について、ＮＰＯ法人に委託し、県民運動に関す
る地域の情報収集を行い、情報誌に掲載します。（現在３地区で発行してい
るボランティア・ＮＰＯ活動の情報誌の拡充。10回発行の内、５回程度増頁。）

・「あきた新時代」の１ページを「県民運動」（男女、環境を含む）に充て、情
報提供を行います。

・新たに県民運動に関するホームページを作成します。

○県民協働公募事業（４月～３月）
・地域で活躍する団体の主体的な取り組みを生かしながら地域課題の解決を図ると
ともに、地域づくりのモデル的な取り組みとして、県民との協働事業を実施しま
す。

○活動拠点づくりの推進（４月～１２月）
・県有施設等を活用し、地域で活動する団体の拠点づくりを進め、情報提供や交流、

活動の場として活用を図ります。

○各種地域づくり活動への支援
・元気なふるさと秋田づくり活動支援事業により、地域活動団体等が行うイベント、

講習会等のほか、地域の力を活性化する様々な事業に対して支援します。
・イベント等開催支援 限度額 １００万円 （補助率1/2）
・講演会・学習会等開催支援 限度額 ２０万円 （補助率10/10）
・地域力活性化 限度額 １０万円 （ 〃 ）

・全庁的に県民運動に関する情報を共有するとともに、遊学舎や各地域振興局において、
専用コーナーを設置し情報提供を行いました。
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■ 市町村・民間等との連携

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

目 標 20 万人 25 万 27.5 万 30 万

・県民運動参加者数 人 実 績 (16 年度) 35 万 － －

達成率 140.0 ％ － －

○市町村に対しては、県と連携し積極的に「元気なふるさと秋田づくり」に取り組むことを期待しま
す。
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－ 秋田わか杉国体及び秋田わか杉大会に向けた県民運動の展開 －

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○平成１９年開催の秋田わか杉国体及び秋田わか杉大会（全国障害者スポーツ大会）の
運営に当たって、様々な場面でボランティアや地域組織、民間団体等の主体的な参加
を促進するなど、県民総参加の大会とするため、県民運動を展開します。

■県民総参加による県民運動を展開するため、引き続き一人一役ボランティアとしての参加
とボランティアサポート体制の整備を図ります。

【具体的取組内容】

○広報ボランティアの拡充
・広報ボランティアの登録拡充と県内のイベント会場などでの広報活動の展開

○専門ボランティア（手話通訳）の拡充
・簡単な日常会話ができる人を対象とした手話ボランティアの登録と養成講習会の

開催

○専門ボランティア（要約筆記、大会サポーター）の養成開始
・要約筆記（手書き・パソコン）ボランティア養成講座の開催
・大会サポーター（障スポ大会参加チーム・選手をサポートするボランティア）の

養成校連絡調整会議の開催、大会サポーター養成講座の開催

○運営ボランティアの拡充
・大会本番において、開・閉会式会場、プレスセンター、総合案内所などに配置し、
県実施本部の業務を行う運営ボランティアの継続募集、登録

１８年４月以降、市町村ボランティアの募集が本格的にスタートすることから、
１８年度中に最終目標の３，５００名を確保できるよう市町村と連携し、国体及
び障害者スポーツ大会の両大会に必要な人数を精査し、市町村ボランティアへの
県登録を要請するとともに、個別にボランティア団体、スポーツ愛好団体、企業
等に対しても会員・構成メンバー、社員へのさらなる募集の周知及び団体登録へ
の協力を文書並びに必要に応じて直接依頼します。

・県及び市町村ボランティアの相互登録（市町村ボランティア約９，０００名）
・県民総参加運動連携会議を構成する各種ボランティア団体への登録要請
・各競技団体等への登録要請
・社会貢献活動企業への登録要請

◎年度別県登録ボランティア目標人数

ボランティアの種類 16 年度末 17 年度末 18 年度末 19 年度（大会開催時）

○広報ボランティア 60 100 150 ※運営ボランティアとなる

○専門ボランティア 150 800 1,500
手話・要約筆記 150 300 500
大会サポーター 500 1,000

○運営ボランティア 750 3,050 3,500
計 60 1,000 4,000 5,000

・県民総参加による県民運動を展開するため、一人一役ボランティアとしての参加促進
とスポーツボランティアサポート体制の整備を図りました。
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○ボランティア組織への支援
・運営ボランティア等を対象とした研修会や交流会の開催、情報提供を目的に設置
されたスポーツボランティアサポートチームの育成支援

・スポーツボランティアサポートチームに対する運営委託内容：事務スペース借り
上げ、ホームページ管理・運営、研修・交流会運営企画等

【スケジュール】
・４月：ボランティア募集（継続）

広報・専門（手話通訳）・運営の各ボランティア
：手話ボランティア養成講習会の開催（継続）

・５月：専門ボランティア（要約筆記）募集開始
・７月：専門ボランティア（要約筆記、大会サポーター）養成講座開催
・11月：ボランティア交流会の開催

■ 市町村・民間等との連携

（２）県民運動の総合的な推進体制の整備 一連番号 １７

所管部課 生活環境文化部 地域活動支援室 ＴＥＬ １５１９

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

○各分野の個々の運動を取りまとめ、効果的に実施できるよう調整するとともに、活動
主体へのサポートや環境づくりを総合的・一元的に推進する体制を整備します。

・県民文化政策課内に地域活動支援室を新設し、県民運動の総合的な推進体制の整備を
図りました。（５月）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

目 標 60 1,000 4,000 5,000
・県登録ボランティア数 人 実 績 (16 年度) 817 － －

達成率 81.7% － －

◇広報ボランティアの活動
・ボランティア自身による主体的な広報ボランティア活動の実施

◇専門ボランティア（手話、要約筆記等）の養成開始
・秋田県聴力障害者協会による募集・養成講座の実施（業務委託）
・各市町村や地域の手話サークルなどによる募集ＰＲ活動
・県内の各大学等による大会サポーター養成講座の実施

◇運営ボランティア募集開始
・県と市町村の連携による運営ボランティアの確保
・各種県民運動団体による団体構成員に対する募集ＰＲ活動

◇ボランティア組織によるサポート
・秋田スポーツボランティアサポートチーム（オーレわか杉）によるボランティア交流会・研修会の実
施、ボランティアホームページの運営・管理、会報誌の発行（委託業務）
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７ ボランティア・ＮＰＯ活動を促進する環境整備

（1）ＮＰＯとの協働の推進 一連番号 １８

所管部課 生活環境文化部 地域活動支援室 ＴＥＬ １５１９

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※ＮＰＯ（Non Profit Organization）：医療、福祉や環境保全、地域おこしなど、様々な
分野で営利を目的としない市民の自発的な意志による活動団体（民間非営利活動団体）。

■ 市町村・民間等との連携

○「県とＮＰＯとの協働に係る行動指針及び行動プラン」（平成１５年５月策定）に基づ
き、事務委託のほか、ＮＰＯからの企画提案による事業実施など、様々な態様での協
働を進めます。

■専門性や先駆性などのＮＰＯの特性を生かしながら地域課題の解決を図る県民協働公
募事業の実施を中心として、ＮＰＯとの協働を推進します。

【具体的取組内容】

○県民協働公募事業（４月～３月）
・地域で活躍する団体の主体的な取り組みを生かしながら、地域づくりのモデル的
な取り組みとして、県民との協働事業を実施します。

〔実施方法〕
・テーマの設定 ：各地域振興局ごとに地域の実情を考慮して、事業テーマを設

定。
・パートナーの募集：設定した事業テーマに関するアイデアを募集し、選考の上、

パートナーを決定。
・協議 ：パートナー、地域住民等と協議の上、事業内容を決定。
・役割分担 ：県とパートナーの役割分担を決め、パートナーの実施部分に

ついては委託事業として実施することとし、協働で事業テー
マの推進にあたります。

○協働推進セミナーの開催（９月～１２月）
・行政とＮＰＯの協働を推進するため、先進事例の取り組みの紹介や意見交換、情
報交換を行うためのセミナーを開催します。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 25 40 40 40
・協働件数 件 実 績 (16 年度) 71 － －

達成率 177.5% － －

○ＮＰＯと協働し、県民協働公募事業等を実施します。。

・ＮＰＯの特性である専門性や先駆性を生かした企画提案事業の実施を中心として、様
々な態様での協働を推進しました。
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（２）協働を進める仕組みづくり 一連番号 １９

所管部課 生活環境文化部 地域活動支援室 ＴＥＬ １５１９

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○それぞれの地域におけるＮＰＯ活動を促進するため、県が設置した拠点施設である遊
学舎を中核として地域での中間支援機能を充実させるほか、普及・啓発などＮＰＯ活
動基盤を整備します。

■引き続き、地域における中間支援機能の充実と協働を進める基盤整備に取り組みます。

【具体的取組内容】

○ボランティア・市民活動支援助成金（募集時期 ４月、９月）
・ボランティア・市民活動の活性化を図るため、活動に要する経費に対して助成し
ます。

〔助成対象事業〕①調査・研究事業
②器財整備事業
③パワーアップ事業

○市民活動サポート事業
・地域におけるボランティア・市民活動を促進するため、中央地区の遊学舎を含む
県北、県南の３地区において、それぞれ相談コーディネート及び情報誌の発行を
行います。

○ＮＰＯ経理・財務サポート事業（１０月～１月）
・ＮＰＯの円滑な会計運営を進め組織基盤を強化するため、経理・税理事務につい

てセミナー等のサポート事業を行います。

○市民活動普及啓発事業（７月～１２月）
・ＮＰＯへの理解を深めるとともに市民活動参加への契機とするため、市町村と連
携をとりながら、地域住民を対象とした意見交換会（車座会議）を実施します。
（４市町で開催予定）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・市民活動情報ネットへの登録 目 標 520 700 800 850
市民活動団体数 団体 実 績 (15 年度) 652 － －

達成率 93.1% － －

○各事業の実施にあたっては、ＮＰＯとの協働及び市町村との連携をとりながら進めます。

・地域での中間支援機能を充実させ、協働を進める基盤を整備しました。
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（3）県のサポート体制の充実 一連番号 ２０

所管部課 生活環境文化部 地域活動支援室 ＴＥＬ １５１９

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

○ボランティア・ＮＰＯ活動の促進のため、総合的・一元的なサポート体制の充実を図
ります。

・県民文化政策課内に地域活動支援室を設置し、ボランティア・ＮＰＯ活動促進のため
の総合的・一元的なサポート体制を充実させました。（５月）
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１ 県民活動に役立つ多様な情報提供の推進

Ⅱ 県民との情報共有と県民サービスの向上

（１）県民向け情報発信機能の強化 一連番号 ２１

所管部課 知事公室 秘書課 ＴＥＬ １０３２
知事公室 情報公開課 １０７４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○行政情報の提供機能を強化するため、広報戦略推進会議、広報活動責任者の課室への
設置など、全庁的な推進体制を確立するとともに、日常的な広報・広聴活動の充実を
図ります。
また、県民との情報共有による協働の地域づくり等を進めるため、専任の職員を新

たに配置し、政策課題に対する県の考え方、方針等をタイムリーに分かりやすく県民
に伝える体制を強化します。

■県民ニーズに即した多様な情報提供を行うため、日常的な広報活動の充実とその仕組
みの整備を図るとともに、広報事業の民間委託を検討し、パブリシティを一層強化し
ます。

【具体的取組内容】

○各種広報事業の充実（４月～）
・「美の国あきたネット」上の動画配信「ＷｅｂＴＶあきた」における県政ニュー
ス配信の回数を増やします。（２４回 → ３６回）

○広報事業の民間委託の検討（～８月）
・民間からの聞き取りや他県の状況などを参考として、広報事業の全面的な民間委
託の検討を行います。

○パブリシティの充実・強化
・重要な施策や課題ついて、県民の十分な理解を得るため、様々な広報媒体により、

適切な情報をタイムリーに提供します。
・ホームページを活用した重要場面での知事発言の紹介（随時）
・報道機関への「県政の広報トピックス」の提供（毎月）
・各担当部局等による報道機関へのレクチャーの開催（９０回→１２０回）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・県民意識調査における現状評 目 標 65 66 68 70

価（プラス評価ポイント） ％ 実 績 (16 年度) 67.9 － －

達成率 102.9% － －

・情報提供機能を強化するため、全庁的な推進体制を確立するとともに、県民に対する
県の施策の周知、課題の提起など、県民と一緒に考えるための日常の広報活動の充実
に向け、パブリシティを強化しました。
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（2）多様な情報の積極的な提供 一連番号 ２２

所管部課 知事公室 情報公開課 ＴＥＬ １０７４
学術国際部 調査統計課 １２５３
生活環境文化部 地域活動支援室 １５１９

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○県民の自主的な地域活動を促進するため、市町村等との連携を図りながら、地域づく
り団体などを対象にした情報提供の仕組みを充実します。
○県が保有する統計資料について、県民が経済活動等に利用できるようなわかりやすい
形での情報提供を行います。

■県政の重点施策事業や重要課題について迅速・多様な情報提供を行うとともに、地域づ
くり団体等の情報発信を支援するほか、統計情報のわかりやすい提供のあり方について
幅広く意見交換し、実行可能なものから取り組んでいきます。

【具体的取組内容】

○県民参加型・問題提起型の広報の実施（毎月）

・広報紙やテレビに県民が登場する紙面や場面を設け、県民の声を反映させます。
・県政や地域の課題について、問題意識の共有や県民の参加意識を醸成する工夫を
こらした広報を行います。

○地域づくり団体等への情報提供の充実（通年）

□県民運動に関する情報の提供

・県民運動について、関連情報の収集提供により県及び団体相互が情報交換でき
る体制を整えます。

・県南、中央、県北の３地区について、ＮＰＯ法人に委託し、県民運動に関
する地域の情報収集を行います。（→情報誌への掲載）

・地域活動支援室の情報収集機能の充実
・県民運動に関するホームページの立ち上げ
・情報誌による情報提供

□市民活動情報ネットの運営等

・市民活動情報ネットにより、市民活動団体等の情報発信を支援します。また、
県民運動関連情報等と相互の連携を図ります。

・情報誌の発行業務を県北・中央・県南の３地区体制で実施し、地域に密着した
情報の充実を図るとともに、県民運動関連情報の収集提供の強化を図ります。

○統計情報提供機能の強化
・統計懇話会を開催し、教育、行政、産業の各関係者と幅広く意見交換を図り、わ
かりやすい統計情報の提供を推進します。（７月、２月）

・国、県、市町村、産業団体との連携を図りながら、ホームページ上での統計情報
のリンク先を充実させて、ネットワーク機能の強化を進めます。

・重点課題広報として「安全・安心で暮らしやすい秋田の創造」をテーマとし、集中的
な広報活動を実施しました。

・市民活動情報ネット等を通じて、多様な情報提供に努めるとともに、市民活動団体等
の情報発信などを支援しました。

・統計情報提供機能を強化するため、県立大、国際教養大等と連携した検討チームを設
置し、統計情報の提供のあり方、システム等について検討を進めました。
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■ 市町村・民間等との連携

○各種情報の収集、提供にあたっては、市町村、ＮＰＯ等との連携を図りながら進めます。また、統
計懇話会には、市町村、民間団体にも参加してもらい現場の要望等を踏まえた検討を行います。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・市民活動情報ネットでの情報 目 標 773 1,000 1,100 1,200
提供数 件 実 績 (15 年度) 1,038 － －

達成率 103.8% － －
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２ 県民満足度の高い行政サービスの展開

（１）広聴制度の強化 一連番号 ２３

所管部課 知事公室 情報公開課 ＴＥＬ １０７１

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○「知事への手紙」や「県民アイディア」、「県への提言」について、県民がより利用し
やすく、幅広く意見・提案等を提出できるよう制度の改善を図ります。

○これまで以上にモニターを広く募集し、アンケート調査・意見募集等を積極的に行う
ため、「県政モニター制度」、「県政プロポーザー制度」、「さわやかサービスモニター制
度」を見直します。

■県政モニター制度の改善・充実のために、募集方法や活用方法を見直すとともに、広
聴制度に関する要綱・要領を改正します。

【具体的取組内容】

○「県政モニター制度」の制度改善（平成１８年１月～県政モニター募集中）

・県政モニターの募集方法について、公募に限らず、推薦制も導入します。

・県政モニターに、各種アンケート、パブリックコメント等の実施について通知し、
積極的に意見募集を行います。

○広聴制度の要綱・要領の改正

・県民からの意見・要望に対し迅速に回答できるよう、広聴制度に関する要綱・要
領を改正します。

○ホームページを活用し、県民が秋田県の発展のために様々なアイディアを提案でき
る制度を構築します。

・仮称「秋田県の応援団」コーナーのホームページ上の設置

・「知事への手紙」の料金受取人払い専用用紙を広報紙「あきた新時代」に掲載しました。
・広聴制度の要綱・要領を改正するとともに、「県政モニター制度」「県政プロポーザー
制度」の改善に向けた検討を行いました。
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（２）個人情報に関する苦情処理体制の充実 一連番号 ２４

所管部課 知事公室 情報公開課 ＴＥＬ ４０９２

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○平成１７年４月１日から個人情報保護法が全面施行されることを契機に、県民と民間
事業者との間に生じた個人情報保護に関する苦情処理体制を整備します。

■個人情報窓口において県民からの苦情・相談に迅速に対応するとともに、個人情報の
適正な取扱いを確保するため、県民、事業者及び実施機関の個人情報保護に関する意
識が高まるよう広報啓発活動を実施します。

【具体的取組内容】

○広報啓発活動の実施

・希望する団体に対し出前講座を行います。
・県の広報媒体を利用して個人情報保護に関する情報を提供します。

○苦情・相談への対応

・情報公開課及び各地域振興局等の個人情報窓口において、引き続き県民からの苦
情・相談に対応します。

○市町村が設置した窓口においても、苦情相談を受け付けるとともに、内閣府及び国民生活センタ
ーが地方公共団体の苦情相談窓口における苦情相談情報を集約・共有し、苦情の円滑な処理を
図るために整備したネットワーク・システムへの協力を求めます。

・県民の権利利益を保護するため、個人情報窓口を設置し、県民からの苦情・相談に迅
速に対応するとともに、個人情報保護法及び個人情報保護条例に基づき適切に対処し
ました。

・個人情報の適正な取扱いを確保するため、県民、事業者及び実施機関の個人情報保護
に関する意識が高まるように広報啓発活動を実施しました。
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（３）県有施設のサービス改善 一連番号 ２５

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０６１

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○各施設において、利用者数等の目標を毎年度設定して利用拡大に努めるとともに、そ
の状況を公表するほか、利用者の満足度を高めるためのサービス改善を進めます。

○スポーツ施設や文化施設などの県有施設について、インターネットで空き状況の確認
や予約・利用申込みができるシステムの導入を進めます。

○外部に管理委託している県有施設について、指定管理者制度を導入し、民間のノウハ
ウの活用による効率的・効果的なサービスを提供します。

■県有施設の利用拡大を図るため、施設毎に平成１８年度の目標を設定し、前年度の実
績と併せて公表します。

■指定管理者のノウハウの活用による効率的・効果的なサービスを提供するため、６７
施設を指定管理者制度に移行します。

【具体的取組内容】

○目標利用者数等の設定と公表（５月）
・６６の県有施設について、利用者数等の目標とともに、サービス改善の具体的取

組を設定し、これを平成１７年度実績等と併せて県のホームページへ掲載すると
ともにマスコミに情報提供します。

○インターネットを活用した予約率の向上
・予約システムの利用状況を把握し、インターネットを活用した予約率の向上を図
ります。

○指定管理者制度への移行（４月：６４施設、１１月：１施設）
・６５施設を指定管理者制度に移行します。

○施設利用者の意見を反映したサービス改善やボランティア等の参加による企画・運営を進めます。
○指定管理者のノウハウを活用し、サービス向上を図ります。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・利用目標達成率 目 標 98 100 101 102
（利用者実績値合計／利用者数目標値 ％ 実 績 (15 年度) 93.9 － －

合計×１００） 達成率 93.9% － －

・県有施設の利用拡大を図るため、施設毎に平成１７年度の目標を設定し、前年度の実
績と併せて公表しました。

・利用者の利便性向上のため、スポーツ施設や文化施設などの県有施設の一部について、
インターネットでの予約・利用申込み等ができるシステムを導入しました。

・民間ノウハウの活用による効率的・効果的なサービスを提供するため、平成１８年度
に指定管理者制度へ移行する施設について、その準備を進めました。
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（4）申請・届出等のオンライン化 一連番号 ２６

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０６１
学術国際部 情報企画課 ４２７２

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※ＡＳＰ 【application service provider】
電子申請を可能にするために要する機能プログラム等をネットワークを介してレンタ
ルし、利用料を課金するタイプのサービス提供形態。利用者側はソフト更新や管理の
手間を省くことが可能になる。

○インターネット上で各種の申請・届出などの手続きを可能とするためのシステムにつ
いて、既に開発されたノウハウを活用しながら導入を進めます。

■行政手続オンライン化のためのシステムを導入するとともに、市町村と合意した共同
アウトソーシングのルール等に基づき、引き続き共同利用について協議します。

【具体的取組内容】

○行政手続オンライン化のためのシステム導入
・１８年度内を目標に行政手続のオンライン化のためのシステムをＡＳＰ利用によ
りサービスとして導入することとし、サービス調達契約相手方の決定と、県庁内
の既存システムをＡＳＰ提供事業者と接続するためのシステム改修作業等を実施
します。

・特に、電子申請未導入の青森県との連携について、可能性を検討します。

○市町村との共同アウトソーシングの推進
・県内市町村とのシステム共同利用によるシステム運用経費等の縮減と住民サービ
スの向上を目指す「県内市町村との共同アウトソーシングの実現」を推進するた
め、引き続き電子自治体共同運営協議会を開催し、共同利用に向け費用負担の割
合、参加時期等について協議します。

・市町村の費用負担を低減化するため、市町村手続に係る電子申請様式を可能な限
り共通化します。

・共同利用への理解と速やかに参加意思を決定してもらうため、市町村に対し個別
に説明及び意見交換の場を設けます。

【スケジュール】
・４～１２月：調達、システム導入、様式作成・登録

（市町村）参加時期決定、規約等の決定
電子化対象手続の選定

・１～ ３月：動作検証、職員研修、試験運用、県サービス提供開始

・システムの導入について、市町村との合意形成を図り、アウトソーシングの形態等の
共同運用ルールを決定するとともに、電子化対象手続の選定に係る庁内関係各課との
合意形成を行いました。
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■ 市町村・民間等との連携

○県内市町村と引き続き電子自治体共同運営協議会を開催し、共同利用に向け協議するとともに、
市町村の費用負担を低減化するため、市町村手続に係る電子申請様式を可能な限り共通化しま
す。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

目 標 0 0 0 50
・対象様式数 件 実 績 (16 年度) 0 － －

達成率 － － －
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（５）地方税電子申告システム等の導入 一連番号 ２７

所管部課 総務企画部 税務課 ＴＥＬ １１２８

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※ＯＳＳ 【 one stop service 】
自動車保有手続に係る各種行政手続（検査、登録、保管場所証明、納税等）について
電子的に１カ所もしくは１回の手続で提供するサービス。国民負担の軽減及び行政事
務の効率化を図ることができる。

○納税者がインターネット上から電子申告を行うことができるシステムや自動車の保有
手続きができるシステムについて、他の都道府県と共同で開発・運用を進めます。

■法人県民税・事業税の申告や納税を納税者又は申請代理人が一つの場所からいつでも
どこでも電子的に行うことができる地方税電子申告システムを引き続き運用するとと
もに、自動車の保有関連手続きを一括して行うことができる自動車保有手続きワンス
トップサービス（ＯＳＳ）システムの構築を進めます。

【具体的取組内容】

○電子申告システムの運用（継続）

・平成１８年１月から運用開始しています。

○自動車保有手続きワンストップサービス（ＯＳＳ）システムの構築

・平成２０年２月からの運用開始を目指し、システムの入札を行います。（２月）
・今後のスケジュール

・平成１９年２月：システム入札
・平成２０年１月：システム構築完了
・平成２０年２月：システム運用開始

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・電子申告件数 目 標 0 0 1,400 2,800
件 実 績 (16 年度) 6 － －

達成率 － － －

・地方税電子申告システムを構築し運用開始するとともに、ＯＳＳシステム導入のため
の調査を実施しました。
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３ 入札・契約制度の改善

（１）物品調達に係る電子調達システムの構築 一連番号 ２８

所管部課 出納局 総務事務センター ＴＥＬ １０６０

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○物品供給業者の登録申請手続きの電子化や物品調達に係る一連の事務処理を効率的に
行う電子調達システムを構築し、総務事務センターで一括集中処理します。

■総務事務センター及び秋田地域振興局管内において物品集中調達システムの運用を
開始し、電子による物品調達を推進するとともに、秋田を除く各地域振興局に対象範
囲を拡大します。

【具体的取組内容】

○物品調達システムの運用開始（４月）

○物品調達システムの運用範囲を拡大（１０月）

【スケジュール】
・ ４月～ ：総務事務センター、秋田地域振興局管内の運用開始（電子による物

品調達等の開始）
７月～ ：地域振興局拡大実施に伴うシステムの改修
８月～９月：システム環境の整備、業者及び職員を対象としたシステム操作研修

会の開催
１０月～ ：物品調達システム運用範囲の拡大実施（秋田を除く各地域振興局管

内）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

目 標 0 0 100 100
・電子入札契約割合 ％ 実 績 (16 年度) 0 － －

達成率 － － －

○物品供給業者に対するシステムの周知に努め、システムへの積極的な対応を促進します。
○電子調達システムの成果を市町村に情報提供し、その電子化を促進するとともに、物品供給業者
の電子化対応に協働して取り組みます。

・物品等調達支払管理システムとして、電子による物品供給業者の参加資格申請から登
録事務手続き及び電子による物品調達のシステムを構築しました。
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（２）民間の技術力を活用した多様な入札・契約方式の推進 一連番号 ２９

所管部課 建設交通部 建設管理課 ＴＥＬ ２４２６
建設交通部 建設管理課 技術管理室 ２４１８

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※ＶＥ（Value Engineering)方式：発注者の設計に比べコスト縮減できる技術提案を採用
する方式。入札段階で施工方法等の技術提案を審査して競争参加者を決定し入札を行う
「入札時ＶＥ方式」と、契約後に技術提案によるコスト縮減額の一部を受注者に支払う
前提で契約額の減額変更を行う「契約後ＶＥ方式」の２種がある。

※設計・施工一括発注方式：概略の仕様書等に基づき設計案を受け付け、価格競争により
決定された落札者に設計と施工を一括して発注する方式。

※総合評価落札方式：発注者が求める技術提案内容と価格の両方を総合的に評価すること
により落札者を決定する方式。

■ 市町村・民間等との連携

○公共工事の品質確保とコスト縮減を図るとともに、技術力に優れた企業を育成するた
め、民間の技術力を積極的に活用することとし、ＶＥ方式及び設計・施工一括発注方
式を本格実施するほか、総合評価落札方式を引き続き試行します。

■ＶＥ方式、設計・施工一括発注方式について本格実施に移行するとともに、総合評価
落札方式を引き続き試行します。

【具体的取組内容】

○ＶＥ方式及び設計・施工一括発注方式の本格実施（１月）
・現在試行中のＶＥ方式及び設計・施工一括発注方式について、実施手続等を整備
した上で、本格実施に移行します。

○総合評価落札方式の試行（継続）
・秋田県総合評価落札方式運用ガイドライン（平成１７年度策定）に基づき、同方
式による入札を引き続き計画的に実施します。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・ＶＥ方式等適用工事割合 目 標 5 10 20
（ＶＥ方式等適用工事件数／４，０００ ％ 実 績 － 5.3 － －

万円以上の建設交通部発注工事件数） 達成率 106.0% － －

○県内建設業者へ制度をＰＲし、積極的な技術提案を促します。
○市町村に対し、総合評価落札方式の活用について情報提供を行い活用を促します。

・ＶＥ方式、設計・施工一括発注方式及び総合評価落札方式について試行し、総合評価
落札方式運用ガイドラインの策定等により、適用件数の拡大を図るとともに、これま
でに実施したＶＥ方式等による工事について、導入効果の検証を実施しました。
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（３）建設工事における入札・契約の透明性・競争性の向上 一連番号 ３０

所管部課 建設交通部 建設管理課 ＴＥＬ ２４２０
建設交通部 建設管理課 技術管理室

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※ＣＡＬＳ／ＥＣ：情報を電子化し、インターネットを活用して公共事業に関連す
る多くのデータベースを連携して使うことのできる「公共事業支援統合情報シス
テム」。

■ 市町村・民間等との連携

○入札・契約情報の公表にあたっては、ＣＡＬＳ／ＥＣ（公共事業支援総合情報システ
ム）の入札情報サービスシステムを活用し、県民がより情報を入手しやすい環境を整
備します。
○簡易公募型指名競争入札の適用範囲の拡大や地域要件の緩和を段階的に実施するとと
もに、より競争性の高い一般競争入札の適用範囲の拡大を検討します。
○建設工事、建設コンサルタント業務の電子入札を段階的に拡大実施します。

■インターネットから入手できる入札・契約情報の充実を図り、条件付き一般競争入札
の導入及び地域要件の緩和を行うとともに、電子入札の適用範囲を拡大します。

【具体的取組内容】

○入札・契約情報の充実（継続）
・県民が入札・契約に関する情報をインターネットを通じて入手できる入札情報サ
ービス（発注見通し情報、発注情報、契約結果情報）の内容を引き続き充実させ
ます。

○条件付き一般競争入札の導入の準備（１２月）
・請負対応額４千万円以上２４億３千万円未満の工事について、平成１９年度から、

現在の公募型指名競争入札又は簡易公募型指名競争入札から条件付き一般競争入
札に移行することとし、関係要綱等の整備を行うとともに、建設業者に対し改正
内容の周知を図ります。

○４千万円以上１億円未満の工事の地域要件の緩和の準備（１２月）
・請負対応額４千万円以上１億円未満の工事について適用する地域要件について、
平成１９年度から、現在の８地域振興局単位から県内３ブロック（県北、中央、
県南）単位に拡大することとし、関係要綱等の整備を行うとともに、建設業者に
対し改正内容の周知を図ります。

○電子入札の適用範囲の拡大（４月、１０月）
・平成１９年度からの本格運用に向け、『秋田県電子入札導入スケジュール（案）』
に沿って電子入札適用範囲を拡大します。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・電子入札実施率 目 標 0 5 25 100
（電子入札実施件数／全入札件数×100） ％ 実 績 (16 年度) 10.6 － －

達成率 212.0% － －

○電子入札システムの市町村との共同利用についての検討を進めます。

・入札・契約情報の容易な入手環境を整備するとともに、一部電子入札を開始し、対象
範囲を順次拡大しました。
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１ 市町村の自立に向けたサポート

Ⅲ 市町村の自立的・主体的行政の促進

（１）市町村への事務権限移譲の推進 一連番号 ３１

所管部課 知事公室 分権改革推進室 ＴＥＬ １０８６

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○ 個性的な地域づくりの推進、住民サービスの向上、市町村事務の一元化、市町村合併
への対応の視点のもとに、市町村が処理することが適当な事務で移譲に適したものは
できる限り移譲し、市町村が自立的・主体的に地域づくりを展開するとともに、県民
が総合的な行政サービスを受けることができるよう、市町村をサポートします。
なお、移譲は対象事務をメニューとして提示し、市町村の申し入れにより、段階的に
実施します。

■市町村の受入れの促進を図るとともに、新たな移譲項目の掘り起こしを行い、市町村
への権限移譲を拡大します。

【具体的取組内容】

○移譲対象事務の拡大（スプリングレビュー）
・県のもっているすべての権限のリストアップを行い、市町村に移譲できるかどう
かの評価を行います。

・評価は県と市町村の役割分担をふまえた一定の基準のもとに行い、移譲できると
した権限については、速やかに条例化を目指します。

○市町村への受入促進（７月）
・市町村の現場の職員の理解を深めるため、直接権限を所管する課所の取り組みを
強化し、市町村に対しきめ細かな対応を行います。

・重点的に移譲する項目を選定し、集中的に取り組みます。
・市町村の現場に赴き、県職員と市町村職員が相互に意見交換をしながら、移譲項
目の拡大や受け入れの促進を図ります。

・合併市町村に対しては、合併後の新たなまちづくりに権限を生かせるよう、再度
移譲の趣旨やメリットを説明し、受け入れを促します。

○受入市町村のサポート
・権限移譲の受入市町村に対し、人的、財政的、技術的支援を行い、事務の円滑な
移行を図ります。
【サポート内容】
・県職員の派遣等
・交付金・補助金の交付
・サポート窓口の設置

○権限移譲に関するＰＲの実施
・手あげ、段階方式の移譲で市町村により対応が異なることから、県民が混乱しな
いよう十分なＰＲに努めます。

・平成１７年度新たに移譲するとした７２項目のうち、５６項目の移譲を実現しました。
・県内２９市町村（平成１７年１０月１日現在）のうち、１３市町村が移譲を受け入れ
しました。

・平成１８年度に向け、新たに８項目を移譲項目として追加しました。
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■ 市町村・民間等との連携

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・移譲権限数 目 標 20 50 72
（拡大メニュー） 項目 実 績 － 56 － －

達成率 280.0% － －

○市町村職員と県職員が連携し、相互に意見交換をしながら、移譲項目の拡大や受け入れの促
進を図ります。
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（２）市町村への業務委託の推進 一連番号 ３２

所管部課 知事公室 分権改革推進室 ＴＥＬ １０８６

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○道路の維持管理、除雪など県・市町村がそれぞれに実施している業務について、合併
による市町村域の広域化、市町村への権限移譲などの視点を踏まえ、住民に最も身近
な市町村が一体的に実施することにより、住民サービスの向上や業務の効率化につな
がる県業務の市町村への委託を推進します。

■道路の維持管理、除雪など県・市町村がそれぞれに実施している業務について、合併
による市町村域の広域化、市町村への権限移譲などの視点を踏まえ、住民に最も身近
な市町村が一体的に実施することにより、住民サービスの向上や業務の効率化につな
がることから、県業務の市町村への委託を推進します。

【具体的取組内容】

○各部局による対象業務の洗い出し
・各部局において、事務事業の見直し（スプリングレビュー）により対象業務の洗
い出しを行ったうえ、庁内ヒアリングにより対象業務を選定します。

○選定業務について、市町村への委託条件等を検討

○対象業務の市町村への提示及び説明
・業務委託の趣旨・具体的な内容・事務手続き等について市町村に説明し、業務委
託を促進します。

・市町村への委託対象となる事務事業の洗い出しを行い、除雪等の道路管理や県営住宅
の管理について業務委託の可能性を検討するとともに、道路除雪については、各地域
振興局管内でモデル路線を設定し、試行的に一部実施しました。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・委託対象業務数 目 標 － 2 4
項目 実 績 － － － －

達成率 － － －

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・受け入れ市町村数 市町 目 標 － 3 13
村 実 績 － － － －

達成率 － － －

○選定した業務について、事前に市町村と協議します。
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（３）市町村の新たなまちづくりへのサポート 一連番号 ３３

所管部課 総務企画部 市町村課 ＴＥＬ １２３１

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※合併市町村特例交付金：合併市町村のまちづくりを支援するため、平成１６年度に条例
により創設した県単独の交付金（旧市町村数に２億円を乗じた額を限度）。

※市町村合併支援プラン：市町村合併を支援するための各種の取り組みを定めたもの。

○合併市町村特例交付金による財政支援、合併後の建設計画における県事業の着実な推
進、「合併支援プラン」に基づく支援など、合併市町村の新たなまちづくりをサポート
します。また、合併しない自治体を含む各市町村における地域の資源を活用した特徴
あるまちづくりに向けた取り組みに対し、その要請に基づき専門職員の派遣など必要
なサポートを行います。

■地域の一体性の速やかな確立や活力に満ちた地域社会の実現に向け、合併により誕生
した新たな市・町を含む県内市町村の自立をサポートします。

【具体的取組内容】

○合併市町村への支援

□合併市町村特例交付金の交付（９月、３月）
合併市町の新たなまちづくりに対し県単交付金を交付します。
（１５合併市町に対し、総額２３．６億円）

□「市町村合併支援プラン」による支援策の実施
・市制施行等による県から移管される事務の実施に係る支援
・県から市町村への権限移譲
・施設の他用途転用に係る柔軟な運用
・市町村振興資金における特別措置貸付等の支援
・許認可等の取扱いにおける規制緩和の推進
・国庫補助事業及び県単独事業の適切な実施 等

□まちづくり計画のフォローアップや情報提供等
・新市町建設計画の進行管理等に対する助言等

○合併しない市町村への支援

□市町村振興資金による無利子貸付（自立元気枠）
・対象市町村 １０市町村
・対象事業 まちづくりに資するものとして各市町村が自主的に選定する次の

事業等
・自立計画に基づく事業
・将来のまちづくりのために緊急に必要となった事業

・自立元気枠 原則１０億円（１団体当たり１億円程度）
□自立計画のフォローアップ

・地域の一体性の速やかな確立や活力に満ちた個性豊かな地域社会を実現するため、合
併市町村の新たなまちづくりに対し、各種支援を行いました。
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（４）新設福祉事務所に対する支援 一連番号 ３４

所管部課 健康福祉部 福祉政策課 ＴＥＬ １３１３

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○市町村合併に伴い新たに福祉事務所を設置する新市に対し、要請に応じ生活保護担当
の専門職員を派遣するとともに、実務研修を実施するなど、人材養成を支援します。

■合併後の新市に対して専門職員を派遣するなど、新設福祉事務所に対する支援を行い
ます。

【具体的取組内容】

○新市福祉事務所に対する専門職員の派遣

・潟上市、仙北市、にかほ市からの要望を踏まえて、査察指導員等の職員派遣を行
います。

□派遣人数・期間
新市名 派遣職員 派遣期間
潟 上 市 １人 平成１７年３月２２日～１９年３月３１日
仙 北 市 １人 平成１７年９月２０日～１９年３月３１日
にかほ市 １人 平成１７年１０月１日～１９年３月３１日

※潟上市に対しては、平成18年３月31日までの派遣を予定していたが、派遣後の
強い要望を踏まえ、派遣期間を延長する。

□派遣職員の給与
・給与は派遣先の新市が負担

○市生活保護等職員の能力向上を図るため、新市と連携して社会福祉主事資格受講研修や新任
福祉事務所職員研修の積極的な受講を図ります。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・専門職員の派遣数 目 標 2 4 2 0

(新市に対する生活保護等職員の派 人 実 績 (16年度) 4 － －

遣者数) 達成率 100.0% － －

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・受け入れ実務研修者数 目 標 8 ６ 0 0

(合併前に町村職員に対する実務研 人 実 績 (16年度) 9 － －

修者数) 達成率 150.0% － －

・合併前には町村職員に対する生活保護実務研修を実施し、合併後は新市福祉事務所に
対し県専門職員を派遣するなど、新設福祉事務所に対する支援を行いました。
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（５）協働による個人住民税の収入確保 一連番号 ３５

所管部課 総務企画部 税務課 ＴＥＬ １１２３

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○市町村が徴収している個人住民税（県・市町村）の未収金解消に向け、県の直接徴収
の実施、県と市町村税務職員の交流、滞納整理のための一部事務組合の創設など、収
入率向上のための取組を市町村との協働により推進します。

■個人住民税の収入率の向上に向け、引き続き市町村との連携・協力体制をより実効性
のあるものにするための具体的な取組について検討を進めます。

【具体的取組内容】

○市町村との連携・協力

・現在、一部の市町村で実施している、共同文書催告・合同徴収・合同の滞納処分
等の研修会・個別滞納事案の協議については、充実・強化し引続き実施します。

○県による直接徴収の実施

・大口・特殊滞納事案について市町村と協議し、県による直接徴収を実施します。

○県と市町村税務職員の人事交流・併任等

・県と市町村税務職員の人事交流・併任等について市町村と協議します。

○滞納整理一部事務組合の検討

・滞納整理のための一部事務組合等について市町村の意向確認調査を実施します。

【スケジュール】
・本庁及び各地域振興局において、市町村と実施時期を含めて調整を図りながら実
施します。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・個人県民税収入率 目 標 93.25 93.80 94.50 95.00

％ 実 績 (15年度) 92.76 － －

達成率 98.9% － －

○市町村と協議し、連携を十分に確保しながら進めていきます。

・個人住民税の収入率向上に向けて、市町村との連携・協力体制をより実効性のあるも
のにするための具体策を検討し、実施しました。
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２ 広域自治体の将来像に関する県民合意の形成促進

（１）北東北３県等の連携の推進 一連番号 ３６

所管部課 知事公室 分権改革推進室 ＴＥＬ １０８６

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○北東北３県等が抱える共通の政策課題の解決を図るため、引き続き各道県が連携した
広域的な取組を進め、広域連携の実績を積み重ねていきます。

■北東北のグランドデザインの実現に向けて、方策等の具体化について検討を進めると
ともに、北東北広域連携推進協議会での広域連携活動を推進します。

【具体的取組内容】

○北東北のグランドデザインの推進
・北東北のグランドデザインの実現に向け、方策等の具体化について、北東北広域
政策推進会議（北東北３県の課長級職員で構成）を中心としながら検討し、広域
連携の取組を進めます。

○北東北広域連携推進協議会等での連携推進活動
・北東北広域連携推進協議会について、これまでの成果を検証し、より効果的・効
率的に、官民協働による広域連携活動を推進します。

・北東北三県の女性ネットワーク構築に向けた取組を推進します。

○秋田・山形県連携の推進
・秋田・山形県の連携を促進するため、地域振興局（秋田県）・総合支庁（山形県）

の職員で構成する「秋田・山形県際間連携推進連絡会議」で情報交換と連携事業
を行います。

・このほかに全庁的な情報交換を本庁課室長会議で行います。

・北東北のグランドデザインを策定するとともに、北東北広域連携推進協議会等で広域
連携塾、交流会などの広域連携事業を推進し、女性を中心とする三県連携のネットワ
ーク構築に向けた活動を展開しました。

・環鳥海イベントや連携フォーラムを開催し、秋田・山形県際間の連携を推進しました。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・他道県との広域連携事業数 目 標 59 60 62 64

事業 実 績 (15年度) 63 － －

達成率 105.0% － －

○北東北広域連携推進協議会は官民協働の組織として、行政のほか民間からの運営委員、会員等
により構成されており、同協議会での活動を通じて、民間と行政の連携を図っていきます。
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（２）道州制を含む広域行政論議の促進 一連番号 ３７

所管部課 知事公室 分権改革推進室 ＴＥＬ １０８６

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携

○広域連携の観点から北東北３県の将来の姿を描く「北東北のグランドデザイン」や「第
２８次地方制度調査会最終報告」等その時々のタイムリーな報告書等を素材として、
国の動きを見極めながら道州制を含めた広域行政等について県民と議論を行います。

■フォーラムの開催や各種団体・県民等の意見交換会などを通じて、道州制を含む広域
行政に対する関心の浸透を図ります。

【具体的取組内容】

○県民フォーラムの開催

・道州制を含む新たな広域自治体のあり方について、広く県民に考えてもらう機会
を提供するためにフォーラムを開催します。

○県民との意見交換
・道州制を含む広域自治体のあり方について、地域からの議論を喚起します。
・産業界や福祉分野などの有識者や学識経験者が継続的な意見交換を行い議論を深
めます。

・県政の主要テーマについて要望に応じて出向いて説明等を行う出前講座を活用し
て各種団体等との意見交換を行います。

○情報提供と意見募集
・県のホームページ等を活用して、広域行政等について情報提供を行うとともに
県民の意見を募集します。（随時）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

目 標 0 300 500 700

・討論会等参加者数 人 実 績 (15年度) 400 － －

達成率 133.3% － －

○市町村合併後の広域行政のあり方について、基礎自治体である市町村や県民一人ひとりが自ら
の問題として考えてもらうことができるよう働きかけていきます。

・フォーラムや意見交換会を開催するとともに、出前講座等に出向き、広域行政に対す
る県民の理解と関心を深めました。
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１ 知事部局の組織の再編・見直し

Ⅳ 分権型行政運営システムの整備

（１）知事公室の新設 一連番号 ３８

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ ２０８４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

○急減に変化する社会経済情勢に対応し、新たな取り組むべき課題の研究と情報発信、
危機管理、地方分権の推進等について、関係部局との調整を図りながら施策実現のス
ピードアップを図るため、知事直結の知事公室を新設します。

・知事直轄の知事公室を新設しました。（５月）

（２）学術国際部の新設 一連番号 ３９

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ ２０８４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

○次代を担う個性や創造力豊かな人材の育成、各産業分野の持続的な発展を支える科学
技術の振興と研究成果の更なる有効活用を図るため、学術国際部を新設します。

・学術国際部を新設しました。（５月）

（３）総務部と企画振興部の統合 一連番号 ４０

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ ２０８４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

○総務事務の集中化・ＩＴ化により、内部管理事務の省力化を進め、大幅な人員と経費
の削減を図ります。
○併せて、知事公室の新設、学術国際部の新設によりスリム化する総務部と企画振興部
を統合し総務企画部とします。

・総務部と企画振興部を統合し総務企画部を設置しました。（５月）
・総務事務の集中化・ＩＴ化により、内部管理事務の省力化を進め、大幅な人員と経費
の削減を図りました。
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（４）新たな政策課題に対応する組織体制整備（本庁） 一連番号 ４１

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ ２０８４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○地方分権をはじめ、県民運動の推進、公共のインフラ整備など、部局横断的
な重点施策を効果的・効率的に推進する組織体制を整備します。

■県の重点施策を効果的・効率的に推進する組織体制を引き続き整備します。

【具体的取組内容】

○新たな政策課題に応える課の再編・新設等（４月）

・八郎湖環境対策室（生活環境文化部）の新設
・水と緑推進課（農林水産部）の新設（森林環境対策室の強化）
・全国植樹祭推進室（農林水産部）の新設
・商業貿易室（産業経済労働部）の新設
・雇用労働政策課（産業経済労働部）の設置（労働政策課と雇用対策室の統合）
・公営企業課（産業経済労働部）の設置（企業局の廃止による知事部局への編入）
・会計管財課（出納局）の設置（会計課と管財課の統合）
・

○チーム２１の設置（４月）

・保健医療ＩＴ化推進チーム（健康福祉部）
※継続チーム： 高齢者健康づくり推進チーム（健康福祉部）

安全・安心まちづくり推進チーム（生活環境文化部）
食の国あきた推進チーム（農林水産部）
活き活き物産応援チーム（産業経済労働部）

○類似業務、関連業務の一元化による政策実現体制の強化（４月）

・農業集落排水事業業務を建設交通部下水道課に移管
・農地整備課の用地業務を建設交通部建設管理課に移管
・技術管理室（建設交通部）の新設（農林水産部の技術管理業務を移管）

・県の重点施策を効果的・効率的に推進する組織体制を整備しました。
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（５）新たな政策課題に対応する組織体制整備（地方機関） 一連番号 ４２

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ ２０８４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○市町村合併の進展等に伴い、市町村のサポート、県の専門体制の強化など、地域振興
局及び各地方機関の組織体制を整備します。

■市町村合併の進展に対応した地域振興局や地方機関の組織体制を整備するとともに、
東京事務所の体制を強化します。

【具体的取組内容】

○地域振興局の機能強化
・地域振興局に対する本庁からの事務・権限の移譲をさらに進めます。

・地域振興局長に対する局内人事権の付与（４月）
・新たな職の配置（４月）
・地域振興局予算の拡充（４月）

○東京事務所の体制強化（４月）

・産業情報課を新設（東京産業観光センターの編入）

・市町村合併の進展に対応した地域振興局や地方機関の組織体制を整備するとともに、
東京事務所の体制を強化しました。
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（６）企業局の廃止、知事部局への編入 一連番号 ４３

所管部課 産業経済労働部 公営企業課 ＴＥＬ ５０１２

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○公営企業経営の健全化を目指した『秋田県公営企業改革方針』に基づき、平成１８年
度に知事部局に編入し、公営企業全般にわたる経営改善・合理化に向けた改革を推進
します。

■「新たな視点に立った組織体制の見直し」と「効率的な企業経営の推進による足腰の
強い財務体質の構築」を目指し、『秋田県公営企業改革方針』（平成１６年３月策定）
に基づき、企業局を廃止して、１課体制で知事部局に編入するとともに、引き続き平
成１８年３月に策定した「秋田県公営企業中期経営計画」などにより、公営企業全般
にわたる改革を進めます。

【具体的取組内容】

【企業局の廃止、知事部局に編入】４月
◯企業局を廃止し、１課３事務所（大館・秋田・玉川）として知事部局に編入し、
産業経済労働部に公営企業課を設置します。

【個別業務委託と包括的外部委託先の検討、事業設備の修繕改良】
◯電気事業

・発電所の土木施設巡視業務を委託し、円滑な維持管理体制を図るとともに、コ
スト削減のため、更なる業務の委託化を進めるための調査・検討を行います。

・事業を安定的に継続するため、老朽化した設備の更新工事を計画的に進めるほ
か、最新の技術・システムの積極的な導入を図り、効率的な運転による発電量
の増加に努めます。

◯工業用水道事業
・平成１９年４月からの指定管理者制度の導入に向けて、指定管理者の募集公告
を行い、１９年２月末までに管理者を決定します。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 132 122 109 109
・職員数 人 実 績 (16 年度) 120 － －

達成率 120.0% － －

・「新たな視点に立った組織体制の見直し」と「効率的な企業経営の推進による足腰の強
い財務体質の構築」を目指し、『秋田県公営企業改革方針』（平成１６年３月策定）に
基づき、平成１８年度の知事部局編入に向けて、公営企業全般にわたる改革に取り組
みました。
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２ 知事部局以外の機関の改革

（１）教育委員会 一連番号 ４４

所管部課 教育庁 総務課 ＴＥＬ ５１１２

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○少子化の進行による幼児児童生徒の減少や厳しい財政状況を踏まえ、教職員数の縮減、
市町村立小・中学校の統合支援、県立高校の統合再編の検討、学校事務センター化等
に取り組むなど、コスト縮減や学校経営の効率化を図ります。
また、社会経済情勢がどのように変化しても、教育水準を維持・向上させていくた

め、任期付教員の配置や学校どうしの連携等による学校組織の機能強化を図ります。

■児童生徒数の減少に対応するとともに、一層効率的な学校運営を推進するため、非常
勤職員や臨時的任用職員の活用、派遣教員の縮小、学校の統合を支援すること等によ
り、教職員定数の縮減を図ります。

【具体的取組内容】

○退職者の補充抑制
・特殊教育学校における寄宿舎指導員、高等学校における一部の実習助手及び技能
技師については退職不補充とするとともに、教員についても臨時講師を活用する
など、新規採用を抑制します。
◇退職・採用の状況
・平成１７年度末退職者数

小・中学校１０４人 高等学校 ９６人 特殊教育学校１５人 計 ２１５人
・平成１８年度新規採用者数

小・中学校 ５２人 高等学校 ４８人 特殊教育学校１４人 計 １１４人

○早期退職者優遇制度の利用推進
・制度の周知を図り、利用を推進します。

○派遣教員の縮小
・市町村に派遣している社会教育主事及びスポーツ主事の派遣人員を縮小します。
・社会教育主事 △６人（１８人→１２人）
・スポーツ主事 △５人（２０人→１５人）

○学校統合の支援
・平成１９年度統合予定校に対し、統合校への円滑な移行ができるよう事前の事務
処理に必要な人的措置等を行う市町村を支援します。
◇平成１８年度支援予定地区（平成１９年度統合）６地区７校減
・大館市（山田小・越山小、岩野目小）
・上小阿仁村（沖田面小）
・能代市（渟城第二小）
・仙北市（上檜木内小）
・羽後町（明通小）

○人事評価制度の実施
・教職員数の縮減により教育の質の低下を招かないよう、教職員の資質能力の向上
を目的に、人事評価を本格実施します。

・児童生徒減少への対応や効率的な学校経営を推進するため、学級減や学校統合を推進
するとともに、退職者不補充等により、教職員定数の縮減を図りました。
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■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

○県が一定の支援をすることにより、市町村が独自に指導主事を配置する事例が出てきており、学
校教育推進の具体的事項を所掌する市町村が、教育課程及び学習指導等を適切に管理・執行し
ていくため、こうした動きが拡大することを期待しています。また、これにより、教育事務所のあり方
の検討も具体化されます。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・教職員定数 目 標 11,397 11,143 10,940 10,778
達成率＝（基準年度定数－当該年度実績 人 実 績 (16 年度) 11,218 － －

定数）／（基準年度定数－当該年度目標 達成率 70.5% － －

定数）×１００
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（２）警察本部 一連番号 ４５

所管部課 警察本部 警務課 ＴＥＬ ２９３８

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○限られた人員を効率的に活用し、全県にわたる初動体制、夜間体制及び機動力を強化する
ため、警察組織を再編整備し、治安情勢の変化に的確に対処できる体制を構築します。

■交番・駐在所と町内会等が一体となって地域安全活動を行う地域安全ネットワーク
は、町内会ごとの安全部会の構築が完了したことから、今後は、地域安全ネットワー
ク活動の充実とともに、小学校区等に複数の町内会が連合した地域安全の会の設置を
推進するなど、地域安全活動を活発化し、地域の安全に対する県民の不安解消を図る
とともに、犯罪が起きにくいまちづくりを進めます。

また、良好な駐車秩序の確立を図るため、違法駐車が多く見られる秋田中央警察署
が管轄する秋田市内中心部を対象に、放置された違法駐車車両の確認と標章の取付け
に関する事務を公安委員会の登録を受けた法人に委託します。

【具体的取組内容】

○地域安全活動の促進
・情報発信活動
地域住民による自主的な地域安全活動に資するため、犯罪の発生状況、警戒情報、
地域安全活動取組情報等を地域安全ネットワークやインターネットの活用などに
よって地域住民に発信します。

・要望把握活動
町内会の会合等に積極的に参加することにより、住民の要望を把握し、今後の施
策に反映させます。
・支援活動

警察署ごとに、管内の町内会役員やボランティア団体代表者等を対象とした「地
域安全ネットワークリーダー研修会」を開催し、自主的な地域安全活動に関する
ノウハウを提供し、リーダー及び後継者の育成を図ります。

・拠点活動
全県の小学校区ごとに２か所ずつ設置を進めている活動拠点である「地域安全ス
テーション」の整備を推進します。

・「地域安全の会」の設置
地域安全ネットワーク活動をより有効に機能させるため、各小学校区等に安全部
会の集合体である「地域安全の会」の設置を促進します。

○違法駐車対策の一部民間委託
・地域住民の意見要望等を踏まえたガイドラインを策定し、これに基づいた巡回計
画により委託を受けた放置車両確認機関の駐車監視員（２人１組）が巡回し、違
法な放置駐車車両の確認と標章の取付けを行うことにより、交通事故、交通渋滞
等の原因となる違法駐車車両を排除します。

・警察署等を統合・再編し、15警察署、46交番、100駐在所体制にしました。(4月)。
・町内会に安全部会、小学校区等に地域安全の会を設置して、自主的な地域安全活動を
行う地域安全ネットワークが本格的に運用を開始しました。(4月)
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■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

※ 刑法犯認知件数については、平成１８年度及び１９年度も9,000件台という目標を設定し
ていましたが、平成１７年度の実績が8,604件と目標を達成できたこと、また平成１８年度
からのあきた２１総合計画第３期実施計画においては8,500件台と目標設定していることか
ら、整合を図るために、目標を8,500件台に上方修正する。

【スケジュール】

・情報発信活動の実施 ： 既に実施中であるが、今後Ｅメールによる
情報発信などにより充実を図る予定

・地域安全ネットワークリーダー
研修会の開催 ：５月から実施予定

・地域安全ステーション表示板の設置 ：６月から実施予定
・違法駐車対策委託業務の開始 ：６月１日から実施予定

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・刑法犯認知件数 目 標 9,565 9,000件台 8,500件台 8,500件台

件 実 績 (16 年度) 8,604 － －

達成率 104.6% － －

○市町村に期待する役割
・住民と連携した地域安全パトロールの実施
・ 地域安全活動の拠点として公民館やコミュニティセンターの提供
・地域安全パトロールに使用する「青色回転灯」設置車両の提供とその維持管理

○民間に期待する役割
・地域住民による自主的な地域安全活動への参加と支援
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（３）各種行政委員会 一連番号 ４６

所管部課 各種行政委員会 ＴＥＬ ２０８４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○人事委員会事務局、監査委員事務局、労働委員会事務局について、総務事務のＩＴ化
等を踏まえ、組織の見直しなどによりスリムで効率的な組織体制に再編します。

■総務事務等の見直しにより、、事務局職員数を縮減します。

【具体的取組内容】

○公用車の廃止（４月）
・公用車の廃止により、運転職員１名を削減（監査委員事務局）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・事務局職員数 目 標 50 42 41 41
人 実 績 (16 年度) 42 － －

達成率 100.0% － －

・人事委員会事務局、監査委員事務局、労働委員会事務局の次長制を廃止し、人事委員
会事務局、労働委員会事務局について１課体制とするとともに、総務事務のＩＴ化等
により職員数を縮減しました(5月)
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（４）県議会事務局 一連番号 ４７

所管部課 県議会事務局 ＴＥＬ ２１１２

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○地方分権の進展や県の厳しい財政状況など社会経済情勢の変化に的確に対応しながら、
議会の役割である「行政監視機能」、「政策提言」、「開かれた議会」の推進を目指し、
より一層サポート機能の充実に努めます。

特に、県民ニーズを踏まえた政策提言等を行うためには、広聴活動の更なる充実が
求められていることから、その内容、手法について検討し、実施します。

また、分権時代に即応した議会運営や議員会館のあり方など議会の諸改革について
協議機関の検討に付するほか、総務事務のＩＴ化等を含め、効果的・効率的な事務執
行を行うための職員配置に取り組みます。

■総務事務のＩＴ化により、事務局職員の削減を進めるとともに、平成１７年度の検討
結果に沿った諸改革の推進と広聴活動の更なる充実を図ります。

【具体的取組内容】

○事務局職員の削減（４月）
・総務事務のＩＴ化により、総務事務職員１名を削減します。

○諸改革の推進
・平成１７年度の検討結果に沿った改革を推進し、継続検討課題は、引き続き検討
を行います。
・決算特別委員会に分科会方式を導入し、常任委員会単位で分割審査を実施
・所管課で対応している３議員連盟の事務局事務を議会事務局に移行

○要望・意見募集システムの構築等
・広聴活動の更なる充実を図るため、県民から議会等に対する要望・意見を募集す
るシステムの構築等平成１７年度の検討結果を踏まえた改善を行います。
・議会ホームページ上で意見募集
・県民との懇談会の開催

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

目 標 35 34 33 32
・事務局職員数 人 実 績 (16 年度) 34 － －

達成率 100.0% － －

・事務局職員２名を非常勤化するとともに、議会運営委員会小委員会を設置し、諸改革
の検討を行いました。

・県民の要望・意見を募集するシステムの構築等について検討しました。
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３ 公設試験研究機関の改革

（１）柔軟で機動的な試験研究の推進 一連番号 ４８

所管部課 学術国際部 試験研究推進課 ＴＥＬ １２６６

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○公設試験研究機関が地域における科学技術振興や産業振興の担い手としての機能を十
分発揮するため、①各産業構造の変化に対応し得る体制への改革、②県民ニーズに直
結した研究分野への重点化・特定化、③行財政状況を踏まえた予算・人事等の管理体
制の刷新などの取り組みを進めます。

■効率的で横断的な研究運営と研究機能向上を図るため、公設試験研究機関の統合再編
を行うとともに、公設試験研究機関の地方独立行政法人化の適否の検討、業務の民間
委託、重点研究分野の特定による県民に役に立つ研究開発分野への効率的な研究資源
配分を進めます。

【具体的取組内容】

○公設試験研究機関の組織の統合再編（４月）
・農林水産系公設試（６機関）、衛生・環境系公設試（２機関）の組織の統合・再
編を行います。

○検査業務の民間委託（４月）
・依頼検査業務の民間移譲を推進し、検査業務の一部について廃止します。

○独法化の適否の検討
・独法化の導入について、他県の動向等を踏まえ県の取り組み方を検討します。

①制度導入の運用実態、法人の運営実態の把握（導入県等調査、他県担当者を
招いた勉強会の開催）
・弾力的・機動的な組織・人事
・弾力的な予算管理、財政運営
・中長期計画による明確な目標設定、評価による行政サービスの質の向上

②論点整理
・国、独法導入県と当県との相違点を踏まえ、上記項目の整理

③独法化した場合のシミュレーション策定
④県の取り組み方針策定

○人事交流
・農林水産系公設試の組織再編を契機に、企画部門に研究職を配置します。
・北東北三県の研究員の人事交流を継続して実施するとともに、新たに人事交流の
拡大について検討します。

○重点研究分野の特定
・公設試ごとの研究開発重点事項を定め、研究課題評価を通して、効率的な研究資
源配分を行います。

・効率的で横断的な研究運営と研究機能向上を図るため、公設試験研究機関の所管の一
元化を図るとともに、重点研究分野を特定し、県民に役に立つ研究分野への効率的な
研究資源配分を行いました。
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指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・公設試連携研究テーマ数 目 標 1 3 3 3

(新規事業数) 件 実 績 (16年度) 6 － －

達成率 200.0% － －

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・産学官共同研究プロジェクト数 目 標 １ 2 3 3

(新規事業数) 件 実 績 (16年度) 5 － －

達成率 250.0% － －
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（２）脳血管研究センターの研究評価システムの充実 一連番号 ４９

所管部課 学術国際部 試験研究推進課 ＴＥＬ １２６２

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○脳研の研究に対する説明責任の徹底、競争的で開かれた研究環境の整備、研究予算の
効率的な運用を目的に、平成１６年度から導入した脳研センター研究評価システムの
定着を図るとともに、政策評価条例に基づく評価制度への移行を推進します。

■政策評価条例に基づく研究課題評価を試行するとともに、試行結果を検証し、必要に
応じて評価制度の改善を実施します。

【具体的取組内容】

○研究課題評価の試行（６月～１２月）

・「平成１８年度知事が行う政策等の評価に関する実施計画」に基づき、事前、
中間、事後評価を試行します。

○評価結果の検証と改善取組の推進（１０月～３月）

・評価結果、試行状況等を検証し、必要に応じ、評価制度の改善を検討し、次年度
以降の評価制度に反映します。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・外部資金導入件数 目 標 3 6 8 10

（各年度における主研究者として導 件 実 績 (15年度) 9 － －

入した国レベルの外部資金の件数） 達成率 150.0% － －

・「脳研センター研究評価システム」を政策評価条例に基づく研究課題評価へ移行するた
めの検討を行うとともに、「脳研センター研究評価システム」に基づき、平成１８年度
における新規プロジェクト研究を対象とした研究評価を実施しました。
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４ 地方独立行政法人化への取組

（１）脳研、リハセンの独法化、地方公営企業法の全部適用の検討 一連番号 ５０

所管部課 健康福祉部 医務薬事課 ＴＥＬ １４０４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※地方独立行政法人：公共上の見地から確実に実施する必要のある事務・事業のうち、
地方公共団体自身が直接実施する必要はないものの、民間の主体に委ねては確実な
実施が確保できないおそれがある事務事業を効率的・効果的に行わせるため、地方
公共団体が設立する法人（「地方独立行政法人法」（H16.4.1 施行）)。同法人は、地方
公共団体と別組織であり、現場の自主性・自立性を高めて行政運営の透明化・自己
責任化を図るとともに、業務の効率的な実施を目指している。同法人のうち大学の
設置及び管理を行う法人は「公立大学法人」の名称を用いる。

※地方公営企業法の全部適用：地方公共団体の経営する病院事業については、地方公
営企業法の財務に関する規定については当然に適用されることとなっているが、組
織、職員の身分に関する規定は、条例に定めるところにより適用することができる
とされており、これを「地方公営企業法の全部適用」という。

○脳血管研究センター、リハビリテーション・精神医療センターについて、県民医療に
おける機能・役割を踏まえた高度・専門的な医療サービスの安定的な提供に向けて、
地方独立行政法人化、地方公営企業法の全部適用の適否など、自立的・効率的な運営
体制のあり方を検討します。

■プロジェクトチームで検討した効果や課題を基に、脳研、リハセンの地方独立行政法
人化及び地方公営企業法の全部適用について、その適否を決定します。

【具体的取組内容】

○検討委員会の設置（６月）
・関係機関で組織する検討委員会を健康福祉部内に設置します。

○地方独立行政法人化、地方公営企業法の全部適用についての適否の決定（２月）
・検討委員会において、地方独立行政法人化及び地方公営企業法の全部適用におけ
る効果や課題を比較し、適否を決定します。

・適用の適否が決定した場合は、適用に向けたスケジュールを作成します。

・県立病院行革プロジェクト検討チーム等を設置し、地方独立行政法人化及び地方公営
企業法の全部適用における効果や課題についての検討を行い、効果や課題を比較した
内容での報告書を作成しました。
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（２）県立大学の公立大学法人化 一連番号 ５１

所管部課 学術国際部 科学技術課 ＴＥＬ １２６５

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○平成１８年度を目途に、新たな公立大学法人を設立し、秋田県立大学の設置及び管理
を当該法人に行わせるとともに、生物資源科学部に新学科（アグリビジネス学科）を
設置します。

■秋田県立大学について、自主的・弾力的な業務運営を推進し、これまで以上に効率的
で適切な教育サービス等の提供を図るため、新たに公立大学法人秋田県立大学を設立
し、その設置及び管理を同法人に行わせるとともに、生物資源科学部にアグリビジネ
ス学科を設置し、実践的な生産技術と経営・マネジメント能力を有した人材の育成
を図ります。

【具体的取組内容】

○公立大学法人の設立（４月）

・総務大臣及び文部科学大臣の認可を受けて公立大学法人秋田県立大学を設立しま
した。

○新学科(アグリビジネス学科)の設置（４月）

・生物資源科学部に新たにアグリビジネス学科を設置しました。

○法人の中期目標策定（６月）

・法人が達成すべき業務運営に関する中期目標を策定し、公立大学法人秋田県立大
学に指示します。

・公立大学法人秋田県立大学の定款を制定し、法人設立認可申請を行うとともに、アグ
リビジネス学科設置に係る届出を行いました。
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５ 職員の政策形成能力の向上

（１）人事評価による効果的な人材の育成と活用 一連番号 ５２

所管部課 総務企画部 人事課 ＴＥＬ １０４４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○職員の仕事ぶりをより的確に把握し評価できるよう、評価者となる管理監督職員のマ
ネジメント能力や評価能力を向上させ、人事評価制度の効果的運用を図ります。また、
業務遂行に対する職員の意欲を高めるため、評価結果を人事配置や昇任、昇給等に反
映させます。

■人事評価制度については、評価項目や評価期間の見直し等を検討し、１９年度定期人
事異動における昇任や人事配置への人事評価結果の反映を検討するとともに、昇任等
への反映の前提となる評価の公正性を確保するため、評価者研修を引き続き実施する
など人事評価制度の定着に向けた取組を進めます。

【具体的取組内容】

○人事評価制度の見直し

・１６年度・１７年度の人事評価実施状況を踏まえ、評価項目等を見直すとともに、
直近の評価結果を昇任や人事配置に反映させることができるよう、評価期間の変
更を検討します。

○評価者研修の実施（４月～５月）

・新任評価者を対象に評価者研修を実施します。

○人事評価制度定着に向けた取組（６月）

・人事評価マニュアルの掲示など、評価者のみならず被評価者に対しても人事評価
制度への理解を深める取組を行い、評価の公正性及び納得性の確保を図ります。

・人事評価を実施する機関を知事部局以外の機関に拡大し、評価結果の昇任等への反映
を見据えた、評価方法の改善を図るとともに、評価者全員に対する評価者研修を実施
しました。
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（２）職員の自己啓発の促進と研修の充実 一連番号 ５３

所管部課 総務企画部 人事課 ＴＥＬ １０４４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○人事評価の前提となる「目標による管理」を定着させるため、職場研修、自治研修所
研修を通じて、その習得のための研修を重点的に実施します。

○ また、職員に求められている「県民ニーズに対応し、複雑・高度化する政策課題を
創造的に解決する能力」を高めるため、人事評価制度の活用と併せて、政策形成能力
向上のための研修を実施するとともに、職員自らが将来経験したい仕事について、目
標を設定し能力開発に取り組むためのキャリア形成研修、女性職員の登用を見据えた
女性職員の管理能力向上のための研修を充実します。
さらに、ＩＴ技術を活用し、職場や自宅で必要なときに学習できる「eラーニング」

の導入を目指します。

○先進的な行政手法や経営感覚、幅広い視野を身につけるため、中央官庁、民間企業、
海外への研修派遣を充実するとともに、他の地方公共団体等との人事交流を進めます。

○語学検定試験、公的資格取得、大学の科目履修、学会等への参加、海外での見聞を広
げる活動など職員の自己啓発活動への参加を奨励するとともに、職務免除や休業制度
を活用したサポートを行います。

■「ｅ－ラーニング」の本格導入のために、様々な観点から検討を進めます。

【具体的取組内容】

○ｅ－ラーニング導入の検討の実施
・インターネットやイントラネットを活用し、職員が自分のＰＣ上で、必要なとき

に必要な事項を学ぶことができるｅ－ラーニングについて、先進公共団体や先進
企業の取り組み事例等を精査し、導入にあたっての課題を洗い出し、解決のため
の方策を検討します。

【スケジュール】
・４月～９月 ：人事課、自治研修所、情報企画課等関係課所において検討を実施
・９月～３月 ：検討結果の整理・予算化

・職員自らが将来経験したい仕事について、目標を設定し能力開発に取り組むためのキ
ャリア形成研修、女性職員の登用を見据えた女性職員の管理能力向上のための研修を
行いました。

・語学検定試験、公的資格取得、大学の科目履修、学会等への参加、海外での見聞を広
げる活動など職員の自己啓発活動への参加を奨励し、職務免除や休業制度を活用した
サポートを行いました。
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６ 庁内分権等の更なる推進

（１）柔軟かつ機動的な人事の推進 一連番号 ５４

所管部課 総務企画部 人事課 ＴＥＬ １０４４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○政策課題に柔軟かつ機動的に対応し、各部局の専門性を効率的に発揮するため、年度
途中における部局内配置転換などの人事権限の部局への移譲を更に進めるとともに、
専門的・裁量発揮職員を配置します。

■各部局の専門性発揮による効率的な人事配置を可能にするとともに、人事配置作業に
係る業務量の削減、時間短縮を実現するため、技術職員の人事配置に関する権限を各
部局に移譲します。

【具体的取組内容】

○各部局による技術職の人事配置（４月異動～）

・技術職の人事配置権限を人事課から各部局長に移譲します。

○各部局による育児休業の承認についての見直し
育児休業の承認に関する権限を１８年度に各部局へ移譲する予定にしていまし
たが、次の理由により現行のとおり人事課長承認とすることにしています。

・平成１７年７月に導入された人事給与庶務システムにより、育児休業の承認に
ついてペーパーレスでの処理が可能となり、効率的で迅速な事務処理体制が確
立されていること。

・各部局に承認権限を移譲した場合においても、育児休業取得についての履歴
書記載、給与上の事務処理及び手当金等に関する事務処理を人事課において
行う必要があり、各部局から人事課に対し育児休業を承認したことについて
別途報告を行う必要があること。

・緊急課題の発生など年度内の業務量の増減等への柔軟な対応を可能とするため、年度
途中における職員の部局内配置換発令を各部局長へ移譲しました。

・中長期的な特定課題の処理に当たって、業務活動に幅広い裁量度を有し、専門職とし
て権限と責任を併せ持つポストを創設し、機動的かつ効率的な対応を可能としました。
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（２）予算編成における部局の権限と責任の強化 一連番号 ５５

所管部課 総務企画部 財政課 ＴＥＬ １１０５
総務企画部 総合政策課 １２１６

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

○社会経済情勢の変化や県民ニーズに的確に対応した施策事業をスピーディかつ効果的
に実施するため、施策の現場に最も近い各部局の権限と責任を拡大し、より実情に即
して機動的に施策決定できる予算編成システムを確立します。

また、部局主体の予算編成に当たり、適切な事業選択の判断材料としている政策評
価結果の更なる有効活用を図ります。

■施策事業をスピーディかつ効果的に実施するため１５年度から導入している部局主体
の予算編成方式について、これまでの取り組みを検証し、施策の現場に近い各部局の
権限と責任をより拡大することにより、より機動的な予算の調製が可能な方式への改
善を図ります。

また、各部局において適切な事業選択ができるよう、その判断材料となる政策評価
システムが効果的に機能するよう職員の意識啓発等を進めます。

【具体的取組内容】

○現行予算編成手法の検証と改善

・引き続きスプリングレビューを実施して、部局が主体となり予算の見直し方針を
作成します。

・現行の部局主体予算編成手法に対する庁内各部局等の意向を把握し、成果や課題
点等を抽出します。

・必要に応じて、翌年度当初予算の編成に向けて改善を図ります。

○政策評価システムについての職員の意識啓発等

・平成１８年度政策等評価説明会の開催（４月）
・公共事業箇所評価システム操作研修会の開催
・評価のスケジュール管理を徹底することにより、部局へのフィードバックをスピ
ーディに行い、部局の予算編成に有効活用します。

・秋田県政策評価委員会の開催（７月、１０月、１１月、１月の４回を予定）

○政策評価結果を県のホームページで公表し、これに対する県民の意見等を意見投稿システムによ
り広くいただきながら、評価実施や制度改善を進めていきます。

・現行の部局主体予算編成手法に対する庁内各部局の意向を把握し、成果、課題点を抽
出したほか、将来の財源見通しを提示し、部局が主体となって予算の見直し方針を作
成し、検討結果を１８年度当初予算編成方針に反映しました。

・政策評価システムについて、職員の意識啓発を図るとともに、評価の客観性や信頼性
を確保し制度の一層の充実を図るための取組を進めました。
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７ 危機管理体制の充実

（１）危機管理体制の充実・強化 一連番号 ５６

所管部課 知事公室 総合防災課 ＴＥＬ ４５８０

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※ＤＩＧ 【 Disaster（災害）、Imagination（想像力）、Game（ゲーム） 】
参加者が地図を囲み、避難場所や防災訓練施設、危険箇所や想定される被害状況など
様々な条件を地図に落とし込み、危機対策の再確認を行う訓練のことで、地域を知り、
ゲーム感覚で危機対応策を身につけることができます。

○職員の２４時間常駐態勢による初動対応能力の向上など県の危機管理体制の強化を図
るとともに、職員の意識啓発や危機対応能力の向上に取り組みます。

○危機管理業務に必要な知識・経験を有し、非常時における現場指揮の責務を十分に果
たすことができる人材の育成を図ります。

○簡易図上訓練「DIG」の開催・普及など県民と一体となった危機管理体制の充実・強化
を図ります。

■新潟県中越地震等を教訓に、防災上の諸課題について検討し、マニュアル等を作成し
ます。

また、危機発生時の情報収集を迅速に行うための２４時間職員常駐態勢の充実・強
化を図るとともに、職員の的確な対応力を向上させるためセミナーや訓練等を実施し
ます。
さらに、DIG訓練指導者を養成し、県民への普及・啓発活動を実施することにより、

危機管理体制の充実・強化を図ります。

【具体的取組内容】

○県体制の充実・強化

□迅速な情報収集、初動態勢の整備
・対象職員のさらなる拡大を検討し、２４時間常駐態勢を充実・強化

□危機管理専門員の設置
・危機管理に関する専門職員を配置するため、養成研修を実施

□職員の意識啓発、危機対応能力の向上
・県の危機管理担当職員を対象とした研修・訓練の実施（９月～１１月）

○実践的対応マニュアル等の策定（時期未定）

・通信・連絡体制の強化対策、避難所設置・運営、物資調達・供給対策等について
の実施要領・マニュアルを策定します。

○県民と一体となった危機管理体制の充実・強化

・県･市町村職員、教職員、自主防災組織リーダー等を対象とした簡易図上訓練「Ｄ
ＩＧ」を開催します。（７月～２月）

・新潟県中越地震等を教訓に防災上の諸課題について検討し、地域防災計画の修正作業
に着手するとともに、マニュアル等の作成に取り組みました。

・危機発生時の情報収集を迅速に行うための２４時間職員常駐態勢の充実・強化を図る
とともに、職員の的確な対応力を向上させるためセミナーや訓練等を実施しました。

・DIG 訓練指導者を養成し、県民への普及・啓発活動を実施することにより、危機管理
体制の充実・強化を図りました。
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■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

目 標 20 145 270 405
・ＤＩＧ訓練指導者数 人 実 績 (16年度) 230 － －

達成率 158.6% － －

○市町村職員や自主防災組織リーダーの DIG への積極的な参加により、それぞれの組織における
危機管理の指導者としての役割を担ってもらいます。
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（２）国民の保護に関する計画の策定 一連番号 ５７

所管部課 知事公室 総合防災課 ＴＥＬ ４５６２

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

※ 市町村合併により市町村数が変動しているため、目標数字を見直しました。

○国民の保護に関する計画を策定し、武力攻撃事態等や緊急対処事態において、県民の
生命、身体及び財産を保護するための措置を総合的に講じることができる体制を構築
します。

■県国民保護計画に基づく、避難や救援等の措置に関する市町村の「国民の保護に関す
る計画」策定のための指導をし、市町村計画の協議を受けるとともに、県国民保護計
画に基づき、対処能力向上のための訓練を実施します。

【具体的取組内容】
○市町村に対する県国民保護計画及び消防庁で作成する市町村モデル計画の説明

・市町村国民保護計画は、県国民保護計画に基づいて策定することになっているこ
とから、市町村に対して県国民保護計画を説明します。

・市町村国民保護計画は、消防庁で作成する市町村モデル計画を参考とすることか
ら、市町村に対してその内容を説明します。

○市町村国民保護計画の協議
・県内市町村が策定する市町村国民保護計画策定のための助言・指導をし、協議を
受け、その内容が県国民保護計画、指定行政機関の国民保護計画及び他の市町村
国民保護計画との整合性がとれているかを審査します。（市町村合併及び有事に
対する意識・関心を考慮し、平成１８年度中に策定する市町村数を１２としてい
ます。）

○県国民保護計画に基づく訓練の実施
・県国民保護計画に基づき、有事における実施体制の一つである県国民保護対策本
部等を設置し、参集及び情報収集に関する図上訓練を実施します。

【 スケジュール 】
・４～５月 ： 市町村に対する県国民保護計画及び消防庁で作成する市町村モデ

ル計画の説明
その後、市町村国民保護計画策定のための助言・指導及び協議

・ １１月 ： 図上訓練実施

・国が定めた基本指針に基づき、避難や救援等の措置に関する県の「国民の保護に関す
る計画」を策定するとともに、組織体制や連携体制等を整備しました。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

市町 目 標 0 0 12 13
・市町村計画の策定数 村 実 績 (16年度) 0 － －

達成率 － － －

○県国民保護計画に基づき、避難、救援等に関する市町村計画策定のための助言・指導を行いま
す。
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１ 財政健全化の推進

Ⅴ 低コストで効率性の高い行政運営システムの確立

（１）目標設定による行政経費の縮減等 一連番号 ５８

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ ２０８４
総務企画部 財政課 １１０５

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○健全な財政基盤を確立し、さらにスリムで効率的な行政事務の遂行を図るため、行政
経費の縮減目標を定め、その達成に向け、公共事業の重点化や見直しによる投資的経
費の抑制、定員適正化計画の推進による人件費の抑制、補助金の見直しや事務事業の
アウトソーシングなどを積極的に推進するとともに、県税の収入率の向上や未利用資
産の処分の推進により、歳入の確保を図ります。

■定員適正化計画に基づく職員数の縮減等による人件費の縮減、庁費的経費の縮減、県
単独補助金の見直し、投資的経費の重点化による公共事業の見直しなどを引き続き推
進するほか、県税の収入率の向上や未利用資産の処分の促進により歳入の確保を図り
ます。

【具体的取組内容】

○行政コストの縮減

□定員適正化計画の推進： 知事部局： ４,１９４人（18.4.1現在：△７８人）
教 職 員： １０,３０５人 （18.4.1現在：△１１１人）

□職員給与等の縮減
・人件費（１８年度当初（一般会計ベース））１６２,８２８,６５１千円

（対前年：△７,０６８,４１６千円、△４．３％）
□庁費的経費等の縮減
・臨時的任用職員の縮減： 対前年 △96,922千円、△87.6％、△６４人

□公の施設への指定管理者制度の導入
・委託料の縮減 一般財源削減額 ３１２百万円

□効率的なＩＴ化の推進
・ＩＴ調達の事前評価の実施 削減額 91,841千円、△24.8％

○施策事業の大胆な見直し

□県単独補助金廃止・終了（１８年度当初）：３９件（１５億５千万円）
□病院事業繰出金（１８年度当初）：３,５２７,９３３千円

（対前年△１２２,４３６千円、△３.４％）

○歳入確保対策

□個人県民税収入額（１８年度当初）：１３,３１６,０００千円
（対前年比１０６.１％）

□未利用資産の処分の推進

・定員適正化計画に基づく職員数の縮減等による人件費の縮減、ＩＰ電話の導入等によ
る庁費的経費の縮減、県単独補助金の見直し、投資的経費の重点化による公共事業の
見直しなどを推進したほか、県税の収入率の向上や未利用資産の処分の促進により歳
入の確保を図りました。



- 69 -

２ ＩＴ活用による内部管理事務の効率化

（１）総務事務ＩＴシステム化の推進 一連番号 ５９

所管部課 出納局 総務事務センター ＴＥＬ １０６０

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○内部管理事務プロセス改革基本計画に基づき、部局総務事務職員の一元化、電子決裁
等ＩＴ化による事務処理の推進など、新業務システムの構築等を進めます。

■職員出張支援システム、人事給与庶務システム、物品等調達支払管理システムを本格
運用し、これら事務を総務事務センターで一括集中処理することにより各部総務担当
職員の削減と一元化による事務の効率化を図ります。

【具体的取組内容】

○共通経費支払システムの運用開始
・総務事務センターにおいて、定期刊行物等の購入代金及び公共料金（電気、都市
ガス、上下水道、電話）をシステムにより一括支払いします。

○物品調達システムの運用開始
・総務事務センター及び各地域振興局において物品調達システムの運用を開始しま
す。

○総務事務センターの本格稼働
・職員出張支援システム、人事給与庶務システム、物品等調達支払管理システムを
総務事務センターで一括集中処理します。

【スケジュール】

・ ４月：共通経費支払システム及び物品調達システム（本庁・秋田地域振興局の
み）の運用開始
：総務事務センターの本格稼働

・１０月：秋田を除く各地域振興局における物品調達システムの運用開始

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 370 343 200 200

・総務事務担当職員数 人 実 績 (16年度) 343 － －

達成率 100.0% － －

・紙ベースの申請書や届出書を電子化し、職員自身による入力（発生源入力）を基本と
したことにより、これまで重複していた事務処理のプロセスが解消されました。

・各所属で行っていた認定業務を総務事務センターに一元化したことで、事務処理の効
率化を図りました。
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（２）電子決裁システムの利用拡大 一連番号 ６０

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０５４
出納局 総務事務センター １０６０

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○総務事務のＩＴ化に伴い導入される電子決裁システムの適用業務の拡大を図るととも
に、総合的な文書管理システムの導入についても検討します。

■共通経費の支払及び物品調達事務については、要求課及び総務事務センター並びに地
域振興局が電子決裁システムを利用し本格運用するとともに、総合文書管理システム
については、システム導入の方向性を検討します。

【具体的取組内容】

○電子決裁システムの本格運用（４月）

・共通経費（定期刊行物等の購入代金、電気料等の公共料金）については、支払管
理システムで作成された支出データを電子決裁し財務会計システムへ送出しま
す。

・物品調達については、購入依頼、要求伝票の受付、審査、入札、契約、納品の検
査等一連の事務決裁で電子決裁システムを活用していきます。

○総合文書管理システムの検討（４月～）

・総合文書管理システムについては、総務課内に検討会を設置して、現行文書事
務の問題点を分析し、システム化の範囲と方向性を検討します。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 0 4 7 9
・電子決裁導入業務数 業務 実 績 (16年度) 4 － －

達成率 100.0% － －

・職員手当等の認定申請や共済組合、職員互助会の給付金請求などを、職員個々人の入
力（発生源入力）から認定業務等を一括集中処理するシステムの構築により事務の効
率化を図りました。

・決裁については、電子決裁基盤との連携により決裁の迅速化や決裁状況の透明化、紙
ベースでの出力・保管の手間を省きました。
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３ 公共事業の効率化とコスト縮減の推進

（１）県独自の計画・設計仕様（秋田スペック）の拡充 一連番号 ６１

所管部課 農林水産部 農林政策課 ＴＥＬ １７２３
建設交通部 建設管理課 技術管理室 ２４１８

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※秋田スペック（Akita Specification）: 県独自の創意による計画・設計仕様
を視野に入れ、より合理的で効率的な事業執行に努めます。業務においては、「地
域に適合する（秋田の風土に相応しい）ものづくり」に視点をあて、次の事項
を基本として最適な社会資本整備に努めます。
・地域にとっての最適条件
・コスト縮減
・地域の活性化
・環境、自然との調和
・自己決定、自己責任

■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

○地域の実情にあった効果的な公共事業を推進するため、県独自の計画・設計仕様等の
適用工種の拡大を図ります。

■秋田スペックの拡充のため、引き続き取組事例集に新たな事例を追加していくととも
に、その趣旨と内容を周知し、工事への適用を進めます。

【具体的取組内容】

○年度当初に１千万円以上の工事の発注予定件数を把握（４月）
○秋田スペック適用工事割合を３０％以上となるよう計画を策定（４月）
○発注状況についての進行管理
○秋田スペックの適用工種を拡大
○適用事例集の編集（４月～１０月）

○市町村や設計業者等にも秋田スペックの考え方や事例を周知することで、効果がより現れるように
します。

・秋田スペックの拡充のための体制を整備し、取組事例集を編集するとともに、その趣
旨と内容を周知し、具体の工事への適用を進めました。
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【農林水産部】

【建設交通部】

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・秋田スペックの適用工事割合 目 標 20 30 50
（適用工事件数／設計額１千万円以 ％ 実 績 － 25 － －

上の工事件数×１００） 達成率 125.0% － －

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・秋田スペックの適用工事割合 目 標 20 30 50
（適用工事件数／設計額１千万円以 ％ 実 績 － 26.3 － －

上の工事件数×１００） 達成率 131.5% － －
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（２）新たな積算手法の導入 一連番号 ６２

所管部課 建設交通部 建設管理課 技術管理室 ＴＥＬ ２４１９

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

○実際の取引価格に基づく工種単位ごとの単価（ユニットプライス）をデータベース化
し、これを活用して予定価格を積算する手法を導入します。

■ユニットプライスの双務性の向上を図るため、発注者と受注者が協議のうえ、価格に
ついて合意する総価契約単価合意方式を一部の工事に導入し、対象工事の拡大を図り
ながら、引き続きデータの収集を行います。

【具体的取組内容】

○実施可能な工事を選定するため、各地域振興局に対象工事の抽出依頼。

○県単舗装工事の発注（４月～１２月）

○単価協議及びユニットプライスについてのアンケートの実施（随時）

○次年度に向けデータの収集、整理及び取組の評価（１０月～２月）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・ユニットプライス型積算によ 目 標 0 30 60 90
る発注割合 ％ 実 績 (16年度) 27 － －

（ユニットプライス型積算による発注 達成率 90.0% － －

件数／舗装工事発注件数×１００）

○設計図書で施工のプロセス等を示さないため、受注者の技術力の活用や新工法の採用といった
創意工夫の意欲向上が期待できます。

・ユニットプライスの設定、実施要領制定など新たな積算手法による工事発注に必要な
図書等を整備し、対象工事の抽出等を行うとともに、県単舗装工事の発注を行いまし
た。
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（３）ＣＡＬＳ／ＥＣ（公共事業のＩＴ化）の推進 一連番号 ６３

所管部課 建設交通部 建設管理課 技術管理室 ＴＥＬ ２４２０

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※公共事業共有統合データベースシステム：計画段階の情報から維持管理情報まで
様々な情報を統合・共有するもので、将来はＧＩＳをベースとした電子的な台帳
として構築されるシステム。

■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

○公共事業に関する情報の電子化を推進し、多様な情報を活用して、公共事業全般にわ
たる事務・事業の一層の効率化とコスト縮減を図ります。

■平成１７年度に構築した公共事業共有統合データベースシステムの一部運用を開始す
るとともに、平成１９年度からの本運用に向け、説明会及び電子納品研修等を通して
普及を促進します。

【具体的取組内容】

○発注者及び受注者向け説明会の開催（４月）
・公共事業共有統合データベースの操作説明会を発注者及び受注者向けに開催し、
操作の円滑な開始を図ります。

○電子納品研修の実施（７月～２月）
・電子納品の円滑な実施を図るため、納品に関する要領・基準及びCADに関する研修
を実施します。

○要綱等の整備
・公共事業共有統合データベースの開始に伴う、電子納品に関する秋田県運用事項等
の改正を図ります。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・電子納品登録率 目 標 0 0 30 80
（完成図面登録された工事件数／全発 ％ 実 績 (16年度) 0 － －

注工事契約件数×１００） 達成率 － － －

○建設業協会などと合同で説明会等を開催し、利用普及を図るとともに、システムの市町村との共同
利用について検討を行います。

・公共事業共有統合データベースシステムの開発業者を選定し、システム開発、試験運
用を行いました。
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４ 定員適正化計画の見直し

（１）定員適正化計画の見直し 一連番号 ６４

所管部課 総務企画部 人事課 ＴＥＬ １０４３

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

○知事部局職員数３，５００人体制（病院、大学除く）を目指して、平成１７年度から
２３年度までの期間中、毎年度の知事部局採用者の上限を設定し、計画的な職員数の
縮減を図ります。

○厳しい財政状況や新行財政改革の着実な推進を図るため、平成１７年度から３年間を
「重点適正化期間」と位置づけ、職員数の重点的な縮減に取り組みます。

■実施計画で定めた行政事務の減量化や業務の効率化のほか、機動性ある組織体制を構
築することにより事務事業を削減し、適正な人員規模の実現を図ります。具体的な職
員の縮減方法は新規採用職員の抑制により行います。

【具体的取組内容】

○採用職員数キャップ制の実施（継続）
・職員数３，５００人の目標達成のため、平成１６年度から平成２２年度までの７
年間の知事部局における定年退職者数の充足率を全体で３０％程度に抑制し、各
年度の年間採用者の上限を４３人に設定することで、計画的な職員数の削減を図
ります。

○「重点適正化期間」の設定（継続）
・厳しい財政状況を考慮するとともに、新行財政改革推進プログラムにおける取組
を効果的に実現するため、平成１７年度から３年間を「重点適正化期間」と位置
づけ、採用者数を年間採用者の上限４３人の概ね８割程度（３６人）とします。
また、早期退職者特別優遇制度を実施し、若年退職者の増加を図ります。

○職種別要素を考慮した縮減（継続）
・採用職員数キャップ制の考え方に基づき、職種毎の年間採用者数の上限を設定し
縮減を行うことを基本としつつ、職種毎の事務の効率化などの縮減方策や個別要
素を考慮して縮減を行います。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・知事部局職員数（病院・大学除く） 目 標 4,359 4,280 4,207 4,089
達成率＝（基準年度職員数－当該年 人 実 績 (16年度) 4,272 － －

度実績職員数）／（基準年度職員数 達成率 110.1% － －

－当該年度目標職員数）×１００

○市町村合併の進展に伴い、県と市町村の役割を見直し、住民に最も身近な存在である市町村が
その機能を発揮できるよう県の権限や事務の移譲を進めていきます。

○県民やＮＰＯ、地域の企業などによる実施が可能な業務については、地域（民間）の主体性発揮と
対応力の向上を促しながら、行政サービスの民営化、民間移譲、民間委託等、積極的に民間活力
を活用していきます。

・実施計画に掲げた事務事業の縮減と組織体制の再構築により、行政事務の減量化を図
るとともに新規採用者の抑制に努めた結果、計画を上回る職員数の縮減を実現しまし
た。
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５ 病院事業の合理化の促進

（１）太平療育園と小児療育センターにおける医療事務の合理化 一連番号 ６５

所管部課 健康福祉部 障害福祉課 ＴＥＬ １３３４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○太平療育園と小児療育センターについて、医療事務の合理化を進めるため、診療報酬
請求事務の外部委託を進めます。

■太平療育園における医療事務の外部委託の結果を分析・検証し、１９年度に小児療育
センターについて医療事務の外部委託を検討する際の資料を整えます。

【具体的取組内容】

○太平療育園における医療事務の外部委託結果を分析・検証
・委託先業者数等の実態把握
・委託方法、委託料の支払い
・委託業者の業務内容、職員数
・医療事務取扱件数、処理内容 等

・太平療育園の医療事務について外部委託を実施しました。
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（２）脳研、リハセンにおける業務の見直しによる経営改善の推進 一連番号 ６６

所管部課 健康福祉部 医務薬事課 ＴＥＬ １４０４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○脳血管研究センターについては、地域の医療機関との連携を強化しながら、新規入院
・外来患者の増加や在院日数の短縮を実現するとともに、高度医療機器の稼働率の向
上を図り収益を拡大します。
また、非常勤職員等の縮減、外部研究資金の積極的な導入、外部委託費の見直しな

どを進めるとともに、病院部門が独立採算できるシステムを構築します。
○リハビリテーション・精神医療センターについては、医療機関・施設等との連携強化、
積極的なＰＲなどによる入院患者の増加を図ります。また、適切な医療機器の更新、
委託業務内容の精査等による経費の節減を進めます。

【脳血管研究センター】

■適切な医療サービスを確保しながら経営の健全化を図るため、中期経営計画に基づき、
より一層の医療収益の拡大や医業費用の縮減を図るとともに、計画的・効率的な事業
運営を推進します。

【具体的取組内容】

○外部専門家を含めた経営評価の実施（８月）
・引き続き「病院事業経営評価委員会」において、経営状況を把握するとともに、
課題の抽出や改善策を検討します。

○医療サービスの改善（随時）
・中期経営計画に基づき、一層の医業収益の拡大や医業費用の縮減を図ります。
・（財）日本医療機能評価機構による「病院機能評価」の結果を踏まえ、医療サー
ビス等の改善に継続的に取り組みます。
・一般県民、救急隊員を対象とした脳卒中懇話会の開催（９月、１１月）
・入院患者の紹介・逆紹介による医療機関との連携促進（通年）
・県民の脳卒中への理解を深めるため、「世界脳卒中の日」啓発事業として、外
部講師による市民公開講座の開催（６月）

○情報システム・セキュリティの見直し（随時）
・情報システム・セキュリティの見直しを行うため、情報システムに関するセキュ
リティ対策実施手順書を作成し、電子情報の保護に関するセキュリティを高めま
す。

【脳血管研究センター】

・適切な医療サービスを確保しながら経営の健全化を図るため、中期経営計画に基づき、
より一層の医療収益の拡大や医業費用の縮減を行い、計画的・効率的な事業運営の推
進に努めました。

【リハビリテーション・精神医療センター】

・中期経営計画に基づき、病院管理費の節減など事業の効率的な運営や精神保健福祉士
の配置による病院機能の強化、医療サービスの向上に努め、経営の健全化を進めまし
た。
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■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

■脳血管研究センター

■リハビリテーション・精神医療センター

【リハビリテーション・精神医療センター】

■中期経営計画に基づき、計画的・効率的な事業運営や医療サービスの改善などを進め、
より一層経営の健全化を目指します。

【具体的取組内容】

○外部専門家を含めた経営評価の実施（２月）
・運営懇談会において、中期経営計画に基づいた取り組みの結果などを提示しなが
ら経営評価を行います。

○医療サービスの改善（随時）
・中期経営計画に基づいた取り組みを実施し、医療サービスの向上とそれを支える
経営基盤の確立を図ります。特に、最近問題となっている要介護者の機能低下な
どに対し、医療の立場から介護予防に力点を置いた取り組みを促進します。
・地域リハビリテーション検診（出前リハセン）の広域化
・リハビリテーション健康教室の拡充
・地域連携ネットワークの構築

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・入院・外来収益 目 標 19.3 19.6 20.1 20.7
（年間入院収益＋年間外来収益） 億円 実 績 (15 年度) 19.8 － －

達成率 101.0% － －

○リハビリテーション・精神医療センター
・市町村等と共催で実施している地域リハビリテーション検診及びリハビリ健康教室などの地域支
援活動の拡大を図るとともに、新規患者の掘り起こしを図ります。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・入院・外来収益 目 標 16.6 17.6 18.6 18.9
（年間入院収益＋年間外来収益） 億円 実 績 (15 年度) 17.6 － －

達成率 100.0% － －
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６ 施策事業の大胆な見直しによる重点化

（１）施策事業の重点化と成果検証の徹底 一連番号 ６７

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ ２０８４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○「国・県・市町村・民間との役割分担を明確化」、「市町村・民間との協働の推進」、「将
来を見据えた政策課題への的確な対応」、「県民ニーズを踏まえた適切な事業選択」等の
観点から施策事業の更なる重点化を図ります。
○重点化分野として、県民の暮らしの安全・安心の確保、人材育成、産業の活性化、少子
・子育て対策など本県の基本課題への対応、男女共同参画社会の形成など新しい時代に
不可欠な社会づくりの推進などに重点的に取り組みます。
○また、施策事業の推進に当たっては、企画立案時、実施途中、終了時の各段階で、費用
対効果など成果の検証を徹底して行い、成果を重視した効果的・効率的な施策事業の推
進に努めるとともに、既設社会資本の有効活用やＩＴ化・アウトソーシング等による事
務の効率化・スリム化等を推進し、より一層行政コストの縮減を図ります。

■施策・事務事業の見直しの実施（スプリングレビュー）により施策事業の成果検証を
踏まえた見直しを引き続き行い、施策事業の更なる重点化を図ります。

【具体的取組内容】

○施策・事務事業の見直しの実施（スプリングレビュー）による施策事業の更なる重
点化

・各部局や地域振興局等が実施している施策事業を対象に、今後の財政見通しやこ
れまでの取組成果等を踏まえて見直し・点検を行い、真に必要な施策事業の選択
や更なる重点化を進めます。

○施策事業の見直し・点検の進め方

・５月 ：部局中間評価（１次評価）
・６月 ：財政課中間評価（２次評価）
・６月～ ：個別テーマの設定、検討
・９月 ：「施策・事務事業の見直し（中間報告）」として公表
・11月 ：当初予算編成作業
・３月 ：「施策・事務事業の見直し」として公表

・施策・事務事業の見直しの実施（スプリングレビュー）により施策事業の成果検証を
踏まえた見直しを行い、施策事業の更なる重点化を図りました。
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（２）公共事業など投資的経費の重点化 一連番号 ６８

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ ２０８４
建設交通部 建設交通政策課 ２４１６
農林水産部 農林政策課 １７２４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○公共事業については、社会資本の果たす機能・効用を重視しながら、県民ニーズや将
来を見据えた政策課題に対応した真に必要な社会資本を取捨選択し、これを重点的に
整備するため、社会資本整備指針に基づき、公共事業の計画的・効率的な推進に努め
ます。

○公共事業を含む投資的経費全体については、「財政の中期見通し」や県・市町村・民間
との役割分担等を踏まえながら、必要性・緊急性・安全性・費用対効果・整備率・県
民満足度等の観点から、より一層の厳選と重点化を図ります。

○また、これまで整備された社会資本の有効活用のための維持・修繕に重点的に取り組
んでいきます。

○事業の計画・実施に当たっては、経済性・安全性・効率性を踏まえた推進手法の検討
・導入を積極的に進め、コストの縮減に努めます。

○コスト縮減の実現、公共事業の一体的推進による整備率の向上、技術職員の汎用化、
人員削減への対応を図るため、農林水産部と建設交通部との類似関係業務（生活排水
処理、道路、海岸、治山・砂防、技術管理、用地補償等）の一元化を進めます。

■公共事業については、「社会資本整備指針」に沿って事業を実施するほか、引き続き施
策・事務事業の見直し（スプリングレビュー）を実施し、その結果を踏まえて投資的
経費全体の重点化を図ります。

【具体的取組内容】

○社会資本整備指針に沿った公共事業の実施

・庁内横断的な取組を進めるため、必要な連絡体制等をとります。
（例）・庁内横断的な要素を備えた施設整備については、整備の企画段階から

関係者間の連絡体制を確立

○投資的経費の重点化

・投資的経費を対象に、今後の財政見通しやこれまでの取組成果等を踏まえて見直
し・点検を行い、真に必要な施策事業の選択や更なる重点化を進めます。

○公共事業部門の業務体制の一元化の推進

・農業集落排水事業業務（農山村振興課）、技術管理業務（農地整備課、森林整備
課）、用地補償業務（農地整備課）を建設交通部に移管して一元化します。（４月）

・公共事業について、今後の社会資本整備の方向性等を取りまとめた「社会資本整備指
針」を策定したほか、施策・事務事業の見直し（スプリングレビュー）を実施し、そ
の結果を踏まえて投資的経費全体の重点化を図りました。
また、公共事業部門の類似関連業務の一元化に向けた体制のあり方を検討しました。
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（３）補助金の見直し 一連番号 ６９

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ ２０８４
総務企画部 財政課 １１０５

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○県単独補助金（嵩上補助金を含む）については、市町村・民間の自立の促進と協働に
かさあげ

よる秋田づくりを推進する観点から、県の果たすべき役割の範囲や関与のあり方を明
確にしたうえで、個々の補助金の妥当性を検証し、県の役割分担に応じた補助金の厳
選を進めます。

特に、施策事業の普及奨励を目的とした長期継続補助金や、結果として受け入れ側
の自立を遅らせることにつながる財政支援目的の補助金については、他の代替手段の
検討とセットで見直しを進めます。

○個々の県単独補助金には、原則として３年以内の終期を設定し、終期到来をもって廃
止するサンセット方式の徹底を図るとともに、実施期間中は政策評価等により補助金
の必要性、実績・成果を点検し、効果的・効率的な事業推進に努めます。

○新規補助金（終期設定により廃止される補助金で引き続き実施する必要が大きいもの
を含む）は、抑制を基本とし、施策推進上、他の手段がなく、十分な成果が期待でき
る場合に限って創設できるものとします。

行革期間中における県単補助金（嵩上補助金含む）縮減目標 ４２億円

■引き続き、スプリングレビューを実施し、嵩上補助金、団体運営費補助金等を中心に、
県単補助金の見直しを進めます。

【具体的取組内容】

○嵩上補助金
・１８年度当初予算編成において、原則廃止の方向で見直しを進めます。
・補助金削減額（１８年度当初予算）８７,２２２千円
・５７件中１９件を全面廃止、１５件を新規適用廃止

○団体運営費補助金
・１８年度当初予算編成において、必要性等について見直しを進めます。
・補助金削減額（１８年度当初予算）１１８,３１３千円
・６６件中９件を５年以内に廃止、３２件を計画的に縮減

【スケジュール】

・ 4月 ： スプリングレビュー
・９月 ：県単補助金等に関する各部局における見直し方針案の取りまとめ
・９月 ：関係団体等との協議
・10月 ：各部局見直し方針の公表
・11月 ：当初予算編成作業

・スプリングレビューにおいて、施策事業の推進手法としての県単独補助金（嵩上補助
金含む）のあり方を検討し、基本的な対応方針を取りまとめ、翌年度当初予算編成方
針に反映しました。
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７ 未利用資産の処分の推進

（１）特定県有資産の処分の推進 一連番号 ７０

所管部課 出納局 会計管財課 ＴＥＬ ２７３５

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

○遊休資産と認定した県有資産について、平成１６年度から５年間の期限を区切って重
点的に取り組み、再利用を積極的に進めるとともに、利用の見込めないものについて
は、民間活力の活用を図りながら短期集中的に処分を進めます。

■県有未利用財産の売却処分を促進しながら、売買契約紹介方式等の処分手順を定着さ
せることにより、売却処分に係る情報網の拡大を図ります。

【具体的取組内容】

○遊休資産の各所管課から管財課への所管換と売却に向けた調整等の実施
・平成１５年度に作成した「未利用県有資産の有効プロジェクト報告書」に基づい
て各所管課から管財課に遊休資産の所管換を進めます。

・所管換された処分可能な県有資産については、広大地の分筆や境界の確定等、売
却するために必要な調整等を行います。

○県有資産の売却の推進
・売却の準備が完了した県有資産について、庁内の普通財産利用調整会議と所在市

町村に対する照会により、その利用の有無を確認したうえで、おおむね年３回を
めどに一般競争入札を行います。（５月・７月・１１月）

・一般競争入札により売却できなかった県有資産について、県のホームページに掲
載し、購入希望を受け付けます。

・１８年度売却予定 １１箇所

○売買契約紹介方式による売却等
・購入希望のなかった県有資産については、民間の宅地建物取引業者を活用した売
買契約紹介方式による売却を進め定着を図ります。

・最初の一般競争入札の日から２年以上経過した未売却の資産については、売却価
格を減額（２５％～４０％）して売払に努めます。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・県有資産の一般売却額 目 標 75,000 300,000 300,000 300,000
（公共への売却を除く） 千円 実 績 (15年度) 306,363 － －

達成率 102.1% － －

○市町村には、年度当初に県有資産の活用の有無を確認し、公共用地としての活用を図るととも
に、宅地建物取引業者との連携により売買契約紹介方式の定着を図ります。

・他部局から１４件の所管換を受け、過年度資産も含め２１件売却し、３０６,３６３千
円の売払実績となりました。
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８ 公債費負担の縮小

（１）新規県債発行額の抑制 一連番号 ７１

所管部課 総務企画部 財政課 ＴＥＬ １１０５

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○公共事業等投資的経費の重点化を図りながら、県債発行額を当該年度当初予算の公債
費（元金償還額）の範囲内に抑制し、将来の公債費負担を軽減します。

■県債の発行を抑制し、県債残高の圧縮を目指します。
【具体的取組内容】

○新発債発行の抑制
・借換債を除く新発債の発行について、投資的経費の縮減等により抑制に努めます。
・新発債発行額 ： 18年度当初予算ベース 85,153百万円

（前年度当初予算比 4,875百万円 6.1％増）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

目 標 11,742 11,916 11,741 11,583

・県債残高 億円 実 績 (15年度) 11,905 － －

達成率 100.1% － －

・県債の発行の抑制に努めました。

（２）公債費負担の平準化 一連番号 ７２

所管部課 総務企画部 財政課 ＴＥＬ １１０５

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○世代間の負担の適正化と公債費負担の平準化を図るため、新規発行債の償還期間をこ
れまでの実質２０年から３０年に延ばすとともに、既に発行済の県債についても借換
の際に実質３０年の償還期間とします。

■引き続き新規発行債の償還期間を３０年にするとともに、既に発行済の県債について
も借換の際に実質３０年の償還期間とします。

【具体的取組内容】
○新規発行債の３０年償還化
・新規発行時の償還年数を従来の２０年から３０年とします。

○借換債の発行による発行済県債の償還期間延長
・借換債発行時に償還期間の延長を行います。（借換債発行見込額394億円）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度）１７年度 １８年度 １９年度

・公債費 目 標 1,308 1,160 1,134 1,026

（借換債除く） 億円 実 績 (15年度) 1,130 － －

達成率 102.6% － －

・新規発行債の３０年償還化及び借換債発行時の償還期間延長を進めました。
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９ 業務改善の推進

（１）自動車税車検時徴収の導入 一連番号 ７３

所管部課 総務企画部 税務課 ＴＥＬ １１２３

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○県税の中で滞納件数が最も多く、かつ、増加傾向にある自動車税の納税方法として、
車検時に車検更新期間分の税額をあらかじめ徴収する車検時徴収制度の導入を推進し、
徴税コストの縮減を図ります。
この実現に向け、車検時徴収に係る諸課題や解決策の検討を進め、他の都道府県と

連携しながら地方税法の改正を国に強く希望します。

■整理すべき課題が多く、車検時徴収制度は直ちに実現する状況にはないが、引き続き
導入に関わる諸問題の検討を行うとともに、他都道府県との情報交換を進めます。

【具体的取組内容】

○課内検討（随時）
・引き続き次のような諸課題について課内で検討を進めます。
・納税者の負担
・徴税コストと税収規模
・自動車重量税との整合性

○他都道府県との情報交換（随時）
・会議等の際に引き続き情報交換を進めます。

・車検時徴収制度の導入に関わる諸課題の検討を行うとともに、他都道府県との情報交
換を進めました。
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（２）県税収納窓口の拡大 一連番号 ７４

所管部課 総務企画部 税務課 ＴＥＬ １１２３

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

※コンビニ納税を１８年度から前倒し実施するため、１８年度にも目標を設定しました。

○金融機関及び官庁の週休二日制の実施により、金融機関等の窓口開設時間内での納付
が困難になっている単身者や共働き世帯などの納税手段・機会の拡大を図るため、２
４時間営業している「コンビニエンスストア」を新たな納税窓口に加え、県民の利便
性を向上させるとともに、収納事務の効率化を促進します。

■自動車税定期課税分について、コンビニエンスストアにおける収納を開始します。

【具体的取組内容】

○コンビニエンスストアでの収納開始（６月）

・自動車税定期課税（６月納期）に係る収納事務から実施

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・コンビニ納税利用率 目 標 － 30 30
（コンビニ納税件数÷口座振替以外総 ％ 実 績 － － － －

納税件数） 達成率 － － －

・平成１８年度からのコンビニエンスストアでの県税収納開始に向け、前倒しで所要の
手続きを進めました。
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（３）既存審議会等の統廃合の推進 一連番号 ７５

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０５４

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○既存審議会等について、目的の達成、存在意義の低下、必置規制の緩和、他の手段で
代替可能等により、役割の低下・終了した審議会等の統廃合を推進するとともに、新
設についても必要不可欠なものに限定します。
また、継続審議会についても、委員定数のほか、活動状況や審議内容等を随時点検

し、見直しを進めます。

■事務の簡素化・迅速化を図るため、役割の低下・終了した審議会等の統廃合を実施す
るとともに、新設についても必要不可欠なものに限定します。

また、それ以外の審議会等についても、活動状況や審議内容等を点検し、委員数の
適正化のほか統廃合も含めた見直しを進めます。

【具体的取組内容】

○審議会等の廃止
・林業構造改善事業促進協議会（平成１９年３月）

○新設審議会等の事前協議
・新設予定の審議会等については、必要最小限とするため、予算要求前に担当課と
総務課の事前協議を実施することとします。

○常時の見直し実施
・上記以外の審議会について、活動状況や審議内容等を担当課と総務課において点
検し、委員数の適正化のほか統廃合も含めた見直しを行います。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

目 標 10 12 10 10
・審議会等の統廃合数 件 実 績 (16年度) 16 － －

達成率 133.3% － －

・事務の簡素化・迅速化を図るため、役割の低下・終了した審議会等の統廃合を実施す
るとともに、新設についても総務課への事前協議を実施し、必要不可欠なものに限定
しました。

また、それ以外の審議会等についても、審議会の活動状況や審議内容等を確認する
ため、担当課へのヒアリングを実施し、委員数の適正化のほか統廃合も含めた見直し
を進めました。
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１ 事業・組織形態の抜本的見直し

（１）整理合理化指針の着実な推進 一連番号 ７６

（２）新たな整理合理化の取組 ７７

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０５７

取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○社会経済情勢の変化等を踏まえて、第２次第三セクター整理合理化指針を策定し、指
針の着実な推進を図ります。

・所管課及び第三セクターと協議、調整のうえ、第２次第三セクター整理合理化指針を
策定し、その方向性や目標を盛り込みました。
また、所管課の指導などにより、１７年度の目標達成に向けて取り組みました。

■平成１７年１２月に策定した「第２次第三セクター整理合理化指針」に基づき、指針
に定めた各法人の整理合理化の方向性や目標に向けた取組を推進します。

【具体的取組内容】

○統廃合の促進
□（社）秋田県肉用牛価格安定基金協会
・平成１８年度末を目標に（社）秋田県農業公社と統合

□（財）秋田県学術連携機構の解散
・県立大学の公立大学法人への移行を踏まえ、平成１８年度末までに法人を解散

○県関与の廃止・縮小
□ポート秋田（株）
・秋田市の公設化（平成１８年度予定）に伴い、県の関与を廃止

○経営改善
□（財）あきた移植医療協会
・経営改善を図るため、平成１８年度末までに中期経営計画を策定

○法人のあり方等の検討
□（社）青少年育成秋田県民会議

・法人の自立を推進するため、平成１８年度末までに市町村合併の進展を踏まえ
た事務局を含む組織、運営、活動のあり方等を具体化

□（財）秋田県木材加工推進機構
・県立大学（木材高度加工研究所）の法人化に伴い、法人の役割、事業範囲、組
織体制、収支計画等法人のあり方について平成１８年度末までに結論を得る。

□由利高原鉄道（株）
・平成１８年度末までに再生計画を策定
・市町村合併を踏まえ、平成１８年度末までに県の関与のあり方について結論を
得る。

□（財）秋田県長寿社会振興財団
・平成１８年度末までに老人福祉、介護保険関係事業の実施に関する役割分担の
見直しや法人のあり方を含む中期経営計画を策定

Ⅵ 第三セクターの整理・統合、合理化の推進
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【スケジュール】
・平成１８年５月：１８年度の具体的な取組計画について所管課に確認
・ ７月：法人に対する経営評価ヒアリング時に取組状況の確認
・ １９年３月：所管課に取組結果の確認

■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

【第１次指針から引き継いだ法人】

【第２次指針から新たに加えた法人】

○第三セクターの自立的な運営に関し関係者や利用者の理解を得るため、各法人自ら積極的な情
報提供に努めるよう指導します。

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

目 標 8 5 3 11
・指針目標達成法人数 団体 実 績 (16 年度) 7 － －

達成率 140.0% － －

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・指針目標達成法人数 目 標 0 4 2 2
団体 実 績 (16 年度) 2 － －

達成率 50.0% － －
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２ 自己責任に基づく経営の効率化

（１）県関与の見直しと自立的な人材の確保 一連番号 ７８

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０５７

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

○第三セクター間の人事交流については、県出資法人等の多様なニーズを踏まえ、対象
法人の範囲を拡大するとともに、県との交流も含めた人事交流システムの構築・拡充
を図ります。
〇県退職者の常勤役員への就任は、法人からの要請を前提に、必要最小限にとどめ、か
つ、その就任に当たっては、解決すべき課題等を事前に具体的に示して経営責任を明
確にします。
〇現職職員の派遣については、派遣目的と期待されるメリットを明らかにするとともに、
その効果測定も含めたルールづくりに取り組みます。

■第三セクターの人材育成等を支援するため、交流の対象となる職員の基準の見直しを
行うことなどにより人事交流システムに参加する対象法人を拡大し、１９年には新た
に１０法人の人事交流に向けた調整を図ります。

【具体的取組内容】

○人事交流の拡大

・所管課及び第三セクターに対し､人事交流の促進に向けて積極的に検討するよう
ヒアリング等において指導するとともに、交流調整法人が１９年度の人事交流計
画を作成します。（３月）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・人事交流実施法人数 目 標 10 24 34 44
（派遣法人・受入法人の累計） 法人 実 績 (16 年度) 27 － －

達成率 112.5% － －

○自立に取り組む人材の育成について第三セクターの理解が深まるように様々な機会をとらえて情
報提供していきます。

・第三セクターの人材育成等を支援するため、人事交流システムに参加する対象法人を
拡大し、１８年度には新たに１０法人の人事交流に向けた調整を進めるとともに、県
関与の見直しを図るため、第三セクターへの現職職員の派遣ルールについて検討を始
めました。

・人事交流システムに参加する対象法人の拡大を図るため、対象となる職員の基準につ
いて見直しを行いました。
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（2）効率的な経営体制の整備と経営責任の明確化 一連番号 ７９

所管部課 知事公室 総務課 ＴＥＬ １０５７

■ 取組目標 （プログラムに掲げる目標）

■ 平成１７年度の取組結果

■ 平成１８年度の取組内容

○平成１５年度から「第三セクター経営評価」に導入した経営改善指標及び事業成果指
標による目標管理制度を活用し、経費節減、財源確保など法人自らの経営効率化への
取組を促進するとともに、利用者の評価を目標管理制度に反映させるため、ＣＳ（顧
客満足度）の指標化を推進します。
〇利用者からのクレームを適切に解決する仕組みを第三セクターがそれぞれ整備するこ
とがサービスの向上につながることから、クレームに対応する相談窓口の設置や処理
状況の情報開示などを制度化したクレーム処理マニュアルを自主的に策定するよう指
導します。
〇民間コンサルタント等外部専門家による経営指導を一層強化します。
〇現に公の施設の管理を受託している第三セクターにあっては、指定管理者制度の導入
により、今後は一事業者として民間事業者との競争にさらされることから、必要な対
策を自主的に講じるよう指導します。

■第三セクターが個別の事業内容等に応じたより効果的な顧客満足度調査を実施できる
ように、調査項目の見直しや調査方法の充実に向けた指導を行うとともに、クレーム
処理マニュアルを自主的に策定するよう指導します。

【具体的取組内容】

○三セクの自主的な顧客満足度調査の実施

・顧客満足度調査を実施済みの第三セクターに対し、所管課及び第三セクターに対
するヒアリング等で調査項目や調査方法の見直しによる一層の効果的な調査の実
施に向けた指導を行います。

・顧客満足度調査を未実施の第三セクターに対し、所管課及び第三セクターに対す
るヒアリング等で自主的に実施するよう働きかけます。

・年度末に顧客満足度調査の実施状況について確認します。

○クレーム処理マニュアルの策定及び運用実態調査の実施

・利用者のクレームに対応する相談窓口の設置や処理状況の情報開示などを制度化
したクレーム処理マニュアルを自主的に策定するよう、所管課及び第三セクター
に対するヒアリング等でその必要性や盛り込むべき項目、他社の事例などについ
て説明し、理解の促進を図ります。

・年度末にクレーム処理の運用実態調査を実施します。

【スケジュール】
・平成１８年５月：顧客満足度調査の実施及びクレーム処理マニュアルの策定に関す

る取組計画について所管課に確認
・ ７月：第三セクターに対する経営評価ヒアリング時に顧客満足度調査の

実施及びクレーム処理マニュアルの策定について指導
・ １９年３月：顧客満足度調査実施状況及びクレーム処理の運用実態調査

・第三セクターが自主的に顧客満足度調査を実施できるように、所管課と第三セクター
に対し、調査の必要性や調査項目、他社の事例などについて説明し、理解の促進を図
りました。



- 91 -

■ 市町村・民間等との連携（期待する役割）

指 標 名（指標式） 単位 基準（年度） １７年度 １８年度 １９年度

・ＣＳ導入法人割合 目 標 4 50 80 100
（ＣＳ導入法人／ＣＳ導入可能法人） ％ 実 績 (16 年度) 93.9 － －

達成率 187.8% － －

○第三セクターが実施する顧客満足度調査の充実等を図るため、他社の事例などに関する情報
提供を行います。


